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6. 津 波 

6.1 津波評価の方針 

供用中に施設に大きな影響を及ぼすおそれがある津波（以下「基準津波」

という。）を策定し，基準津波による発電用原子炉施設への影響を評価する。 

基準津波は，最新の科学的・技術的知見を踏まえ，地震に起因する津波，

地震以外に起因する津波及びこれらの組み合わせによる津波を想定し，不確

かさを考慮して策定する。 

基準津波の設定，年超過確率の参照及び非常用海水冷却系の取水性の評価

には「基準津波設定モデル」を用いた。 

「基準津波設定モデル」と「①津波波源選定モデル」は，津波水位に影響

を及ぼす可能性が高い防潮堤の海側に面した部分の形状が同じであり，また

海面下の設備の形状の違いも軽微であることから，両モデルの差異が津波水

位に与える影響は極めて小さいものと判断される。このため，基準津波の津

波波源の選定にあたっては，「①津波波源選定モデル」を用いることとした。

なお，後述する「6.2.5.2 基準津波の設定」において，モデルの違いによ

る影響を確認した結果，基準津波の波源位置及び最高水位位置が同じであり，

水位にも有意な差は認められなかった。 

「基準津波設定モデル」と「②設備影響検討モデル」は，海面下の設備形

状が同じであることから，両モデルの差異が非常用海水冷却系の取水性に与

える影響は極めて小さいものと判断される。このため，非常用海水冷却系の

取水性に最も影響を及ぼす条件の選定にあたっては，「②設備影響検討モデ

ル」を用いることとした。なお，後述する「6.2.5.2 基準津波の設定」に

おいて，最高水位位置が同じであり，水位にも有意な差は認められなかった。

評価に用いたモデルを第 6.1－1 図に示す。 

評価位置について，水位上昇側については，重要な安全機能を有する施設



6－6－2 

の設置された敷地に基準津波による遡上波を到達，流入させないため，津波

防護施設として防潮堤を設置することから，防潮堤前面を評価位置とした。

水位下降側については，取水路内の水位変動に伴う非常用海水ポンプの取水

性を評価することから，取水口前面を評価位置とした。貯留堰天端高さを下

回る継続時間の評価においては，貯留堰前面を評価位置とした。「基準津波

設定モデル」を用いた津波波源の位置への影響検討において，水位下降側に

ついては，水位変動量の影響がより顕著に表れる貯留堰前面を評価位置とし

た。津波水位の評価地点を第 6.1－2 図に示す。 

津波に伴う水位変動の評価は，土木学会（2016）（１）を参考に実施した。 

 

6.2 基準津波の策定 

6.2.1 敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波 

敷地周辺の既往津波について文献調査を実施した。既往津波に関する主な

文献としては，渡辺（1985）（２），渡辺（1998）（３），宇佐美他（2013）

（４），宇津他編（2001）（５），羽鳥（1975）（６），羽鳥（1987）（７），竹内

他（2007）（８），東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2011）（９），

国立天文台（2014）（１０），気象庁の発表等がある。 

文献調査によると，敷地周辺に影響を与えたと考えられる津波には，1677

年延宝房総沖地震，2011 年東北地方太平洋沖地震等がある。 

竹内他（2007）（８）によると，1677 年延宝房総沖地震は福島県，茨城県沿

岸では記録の残っている最大の津波であり，水戸紀年，大洗地方史，玄蕃先

代集乾等の史料による建物被害等の記載から津波浸水高を推定しており，ひ

たちなか市の浸水高は 4.5m～5.5m としている。 

2011 年東北地方太平洋沖地震については，発電所での痕跡高は概ね 5m～

6m（最大 6.5m）であった。既往津波に関する文献調査結果を第 6.2－1 表及
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び第 6.2－1 図に示す。 

津波堆積物に関する文献調査を実施した結果，茨城県日立市十王町及び千

葉県銚子市で津波堆積物が確認されている（澤井（2012）（１１），Sawai et 

al.（2012）（１２）及び Yanagisawa et al.（2016）（１３））。 

澤井（2012）（１１）及び Sawai et al.（2012）（１２）によると，日立市十王

町で確認された津波堆積物から 3 回のイベントが推定され，いずれも河川近

傍の標高 5m 以下の低地で検出されている。3 回のイベントのうち，文献記

録と対比できるのは，1677 年延宝房総沖地震津波のみである。そのほか 869

年貞観津波と 1677 年延宝房総沖地震津波の間に 2 回の未知の津波が推定さ

れる。 

また，Pilarczyk et al.（2016）（１４）は，千葉県九十九里浜において津

波堆積物の特徴を有する 2 層の砂層を確認したとしている。このうち上位の

砂層は 1677 年延宝房総沖地震津波に対比され，下位のイベントは 979 年～

903 年前と推定している。 

Yanagisawa et al.（2016）（１３）は，古文書及び津波堆積物調査に基づき，

1677 年延宝房総沖地震津波が千葉県銚子市の小畑池（T.P.＋11.3m）に浸水

したと解釈した。 

また，地形判読調査の結果，塩屋埼から銚子の範囲では茨城県十王町付近

及び千葉県銚子市付近に津波堆積物の残存の可能性があると判断されるが，

津波堆積物の残存の可能性のある範囲のうち，文献で示されている産業技術

総合研究所（以下「産総研」という。）や Yanagisawa et al.（2016）（１３）

の調査した地点が調査に最も適する地形であるため，その結果を引用した。

地形判読結果を第 6.2－2 図に示す。 

なお，地震以外を要因とする津波としては，1975 年にハワイ島南岸の 

Kalapana 付近に強震が起こり，日本沿岸各地で津波が観測されている（羽
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鳥（1976）（１５））。羽鳥（1976）（１５）によれば，日本沿岸における検潮記

録の最大全振幅の最大値は，宮城県鮎川における 55cm であり，茨城県日立

市における最大全振幅は 24cm であったと示されている。行政機関による津

波評価について文献調査を実施した。主な文献としては，岩手県（2004）

（１６），宮城県（2004）（１７），福島県（2013）（１８），茨城県（2012）（１９），

千葉県（2012）（２０）等がある。このうち，茨城県（2012）（１９）では，東北

地方太平洋沖地震津波及び H23 想定津波について評価している。 

 

6.2.2 地震に起因する津波 

発電所に影響を与える可能性がある地震に伴う津波として，プレート間地

震及び海洋プレート内地震に起因する津波並びに敷地周辺の海域活断層によ

る地殻内地震に起因する津波を考慮している。 

 

6.2.2.1 プレート間地震に起因する津波 

6.2.2.1.1 津波波源の設定 

6.2.2.1.1.1 検討対象領域 

プレート間地震に起因する津波のうち，近地津波については過去に敷地へ

比較的大きな影響を及ぼした日本海溝沿いの領域を対象に，津波波源を検討

した。 

遠地津波については，過去に敷地へ最も大きな影響を及ぼしたと考えられ

る 1960 年チリ地震津波の津波波源を代表として再現解析を行い，敷地への

影響が小さいことを確認した。 

津波モデルの設定を第 6.2－3 図，数値シミュレーションの計算領域及び

計算格子を第6.2－2,3表及び第6.2－4図，評価結果を第6.2－5図に示す。 
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6.2.2.1.1.2 津波波源の設定に反映する知見の分析 

プレート間地震について，最新の知見である 2011 年東北地方太平洋沖地

震に関連する知見を対象に文献調査を実施し，2011 年東北地方太平洋沖地

震の特徴である，破壊領域，すべり，地震の発生メカニズム等に関する情報

に着目して分析を行った。 

 (1) 2011 年東北地方太平洋沖地震の知見及び分析 

固着の程度とすべりについて，Suwa et al.（2006）（２１）及び Loveless 

and Meade（2010（２２）, 2011（２３））は，宮城県沖には固着が強い領域が

認められるとしており，西村（2013）（２４）は，固着が強いプレート境界

と 20 世紀以降の巨大地震の発生域の関係を整理し，Ｍ9 クラスの巨大地

震は全てカップリング係数が中程度以上の特定の領域で発生しているとし

ている。よって，大きなすべりが生じた領域は，固着の程度が大きい領域

に対応しているという傾向が見られる。一方で，Ide et al.（2011）（２５）

及び Tsuji et al.（2012（２６）,2013（２７））によると，海溝軸付近のすべ

りの大きさは固着の程度よりも大きくなる場合（ダイナミックオーバーシ

ュート）があるとしている。Tanikawa et al.（2013）（２８）及び Ujiie 

et al.（2013）（２９）は，2011 年東北地方太平洋沖地震の震源域周辺から

ドリリングにより採取した試料を分析し，ダイナミックオーバーシュート

は，プレート境界面に存在する遠洋性粘土に起因する摩擦の低下

（thermal pressurization）によるとの見解を示している。 

固着の程度と破壊伝播について，Loveless and Meade（2015）（３０）は，

固着の程度（プレート間カップリング率）とすべり（過去の地震のすべり

量コンター）の関係から，日本海溝では，カップリング率 0.3 以上の領域

と，2011 年東北地方太平洋沖地震の破壊領域（三陸沖中部～福島県沖）

はよく対応しているとしている。また，地震調査研究推進本部（2012）
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（３１）は，三陸沖中部のカップリング率が他の領域に比べると低いと考え

られる理由として，2011 年東北地方太平洋沖地震以前のＭ5.5 以上の地震

の震源域と 2011 年東北地方太平洋沖地震のすべりとの関係等から，三陸

沖中部のプレート境界深部には，非地震性のすべりにより歪みが解放され

る低地震活動領域（SLSR（Sanriku-Oki low-seismicity region））が存

在するためとしている。さらに，2011 年東北地方太平洋沖地震の大きな

すべりの北限と SLSR が対応するとも示されている。また，Kundu et al.

（2012）（３２）は福島県沖及び茨城県沖のカップリング率が他の領域に比

べると低いと考えられる理由として，沈み込む海山がプレート間のカップ

リングを弱め，2011 年東北地方太平洋沖地震の破壊のバリアとして作用

したためとしている。沈み込む海山がプレート間のカップリングを弱めた

理由として，Mochizuki et al.（2008）（３３）及び望月（2011）（３４）は，

茨城県沖北端付近の複数の海山が沈み込んだ領域ではプレート境界面上に

海溝軸から堆積物が沈み込んでいることが確認されており，このことがプ

レート境界における固着を弱くしている（したがって地震が発生しない）

と示されている。この非活発帯は海山の沈み込みによってプレート境界に

接する下部地殻が削り取られ，そこに堆積物がたまっているために地震活

動が非活発になっており，この過去に海山の通った痕跡がアスペリティの

境界になっている可能性があるとの見解を示している。また，Nakatani 

et al.（2015）（３５）は，稠密海底地震計観測に基づき，北から伝播した

2011 年東北地方太平洋沖地震本震の破壊は茨城県沖海域を手前に停止し

たとしており，固着の程度が小さい領域が破壊伝播のバリアとなっている

との見解を示している。 

海洋研究開発機構（2012）（３６）及び Shinohara et al.（2011）（３７）は，

震央分布とフィリピン海プレート北東端の位置関係から，2011 年東北地
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方太平洋沖地震の余震分布は，フィリピン海プレート北東端をほぼ南限と

しており，沈み込む太平洋プレートの上にのるプレートが，北米プレート

からフィリピン海プレートに変わる領域において，破壊の南への伝播が止

められたことを踏まえ，北米プレートとフィリピン海プレートの境界が余

震を含む破壊伝播のバリアとして作用しているとの見解を示している。 

地震のメカニズムについて，Hasegawa et al.（2012）（３８）は，CMT 解

等の結果から，2011 年東北地方太平洋沖地震前後で，応力状態が圧縮状

態から引張状態へ変化したことから，三陸沖中部から福島県沖に蓄積され

ていた巨大地震を引き起こす歪みは，ほぼ完全に解消されたと考えられる

としている。 

また，他機関の文献（地震調査研究推進本部（2012）（３１），佐竹

（2013）（３９），谷岡（2013）（４０），宍倉（2013）（４１），Shennan et al.

（2007）（４２），Rajendran（2013）（４３）等）に基づけば，世界で発生し

たＭ9 クラスの巨大地震について，津波堆積物調査結果等から，過去に同

規模の巨大地震が数百年間隔で発生している傾向が見られる。 

前述のとおり，海溝軸付近のすべりの大きさを決める支配的要因につい

ては，固着の程度と対応しているという見解（Ozawa et al.（2012）   

（４４），Loveless and Meade（2015）（３０）等）と，固着の程度よりも大き

くなる場合（ダイナミックオーバーシュート）があるという見解（Ide et 

al.（2011）（２５））があることから，茨城県沖における海溝軸付近の大き

なすべりの発生可能性について検討した。検討にあたっては，“海溝軸付

近のすべりの大きさの支配的要因が固着の程度であることを前提にした場

合”と“前提としない場合”に分けて整理した。 

“海溝軸付近のすべりの大きさの支配的要因が固着の程度であることを

前提とした場合”には，茨城県沖北端付近では，海溝軸から海山が沈み込
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んでいることが確認されており，このことが固着を弱くしている

（Mochizuki et al.（2008）（３３）及び望月（2011）（３４））ことから，茨

城県沖の海溝軸付近で大すべりの発生の可能性は極めて低いと考えられる。 

“海溝軸付近のすべりの大きさの支配的要因が固着の程度であることを

前提としない場合”には，茨城県沖北端付近では，海溝軸から海山が沈み

込んでいることが確認されており，この沈み込んだ海山が遠洋性粘土層を

分断しているとの見解を示している（Chester et al.（2013）（４５）及び

Moore et al.（2015）（４６））ことから，茨城県沖の海溝軸付近で大すべ

りの発生の可能性は極めて低いと考えられる。 

以上のことから，海溝軸付近のすべりの大きさを決める支配的要因につ

いては，固着の程度とする見解とダイナミックオーバーシュートとする見

解があるが，いずれの見解を前提とした場合であっても，茨城県沖の海溝

軸付近で大すべりが発生する可能性は極めて低い。 

(2) 2011 年東北地方太平洋沖地震の特徴 

「(1) 2011 年東北地方太平洋沖地震の知見及び分析」を踏まえ，2011

年東北地方太平洋沖地震の特徴について整理した。 

破壊領域については，複数の領域が連動して破壊した傾向が見られ，余

震を含む破壊領域の南限は，北米プレートとフィリピン海プレートの境界

に位置している傾向が見られる。 

すべりについては，不均質性が認められ，大きなすべりが生じた領域は，

三陸沖中部の一部，宮城県沖，三陸沖南部海溝寄り，福島県沖の一部の 4

領域及びその沖合の海溝軸付近である傾向が見られる。 

地震のメカニズムについては，地震の前後でプレート境界上盤側で発生

する地震のメカニズムは大きく変化した傾向が見られる。 
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6.2.2.1.1.3 津波波源の設定方針 

これまでの分析を踏まえて，2 つの津波波源を設定した。 

日本海溝沿いで生じた地震津波のうち，2011 年東北地方太平洋沖地震は

敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ，東北地方太平洋沖型の津

波波源を設定した。東北地方太平洋沖型の津波波源で大きなすべりが生じる

領域は，三陸沖中部から福島県沖及びその沖合の海溝軸付近の領域とした。 

また，日本海溝沿いで生じた地震津波のうち，1677 年延宝房総沖地震は

敷地に比較的大きな影響を及ぼしたことを踏まえ，茨城県沖に想定する津波

波源を設定した。茨城県沖に想定する津波波源については，2011 年東北地

方太平洋沖地震で大きなすべりが生じていない領域とした。領域の南限につ

いては，北米プレートとフィリピン海プレートの境界とした。 

なお，2011 年東北地方太平洋沖地震で応力を解放した領域では，東北地

方太平洋沖型の地震津波の発生確率は極めて小さいことを踏まえて設定した。 

津波波源の設定結果を第 6.2－6 図に示す。 

 

6.2.2.1.2 津波評価 

6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 

(1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 

ａ．既往津波の再現性の確認 

計算条件，破壊伝播（破壊開始点，破壊伝播速度及び立ち上がり時間）

を考慮した特性化波源モデル（断層面積，すべり量等）の妥当性を確認

することを目的として再現計算を実施する。対象津波は，敷地に比較的

大きな影響を及ぼしたと考えられる既往津波であり，津波痕跡高の記録

が比較的多い 2011 年東北地方太平洋沖地震津波とした。 

2011 年東北地方太平洋沖地震津波の特性化波源モデルの断層面積は，
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杉野他（2014）（４７）を参考に設定した。平均すべり量については，地

震の規模に関するスケーリング則と地震モーメントの定義式から算定し

た。その際の平均応力降下量については，内閣府（2012）（４８）及び

Murotani et al.（2013）（４９）の知見を踏まえて 3.0MPa を設定した。

また，剛性率については，2011 年東北地方太平洋沖地震のインバージ

ョン解析結果から算出した 4.7×1010N/m2を設定した。 

すべり量の不均質性については，杉野他（2014）（４７）を参考に，超

大すべり域，大すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり

量の 3倍，1.4 倍，0.33 倍に，面積をそれぞれ全体の面積の 15％，25％，

60％となるように設定した。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，海溝軸付近に配置した。 

破壊の伝播特性については，破壊開始点を震源位置，破壊伝播速度を

3.0km/s，立ち上がり時間を 30 秒とした。特性化波源モデルの諸元を第

6.2－7 図に示す。 

再現性は，東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012）（９）

及び経済産業省（2011）（５０）に示される 2011 年東北地方太平洋沖地震

に伴う津波の痕跡高さを用いて評価を実施した。 

再現性の指標としては，相田（1977）（５１）による痕跡高さと津波シ

ミュレーションにより計算された津波高さとの比から求める幾何学平均

値 K 及びバラツキを表す指標κを用いることとし，土木学会（2016）（1）

において再現性の目安とされている「0.95＜K＜1.05，κ＜1.45」を参

考とした。 

数値シミュレーションの計算条件及び計算格子を第 6.2－4,5 表及び

第 6.2－8,9 図に示す。 

東北地方太平洋沖地震津波合同調査グループ（2012）（９）及び経済産
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業省（2011）（５０）に示される痕跡高さと津波シミュレーションにより

計算された津波高さとの比較を第 6.2－10,11 図に示す。 

設定した特性化波源モデルは，青森県北部から千葉県南部の痕跡高さ

に対して計算値の方が大きくなっているが（幾何平均 K=0.94），幾何

標準偏差（κ=1.43）は土木学会（2016）（１）の目安値を満足している。

また，発電所においても痕跡高に対して計算値が大きくなっているが

（幾何平均 K=0.89），幾何標準偏差（κ=1.08）は土木学会（2016）（１）

の目安値を満足している。よって，計算条件及び破壊伝播（破壊開始点，

破壊伝播速度及び立ち上がり時間）を考慮した特性化波源モデルは妥当

であると判断される。 

ｂ．津波モデルの設定 

東北地方太平洋沖型の津波波源については，2011 年東北地方太平洋

沖地震の再現性が確認されている特性化波源モデルを基に設定した。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，2011 年東北地方太平

洋沖地震の知見を踏まえて，三陸沖中部から福島県沖の範囲で，発電所

への津波水位の影響が最も大きくなる位置（概略パラメータスタディ）

に設定した。 

ｃ．数値シミュレーション 

数値シミュレーションの計算条件を第 6.2－6 表に示す。計算格子に

ついては，「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖

型の津波波源 a．既往津波の再現性の確認」と同様とする。 

概略パラメータスタディ結果を第 6.2－7 表に示す。 

(2) 茨城県沖に想定する津波波源に保守性を考慮した津波波源 

ａ．津波モデルの設定 

1) 茨城県沖に想定する津波波源 
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茨城県沖に想定する津波波源の特性化波源モデルの断層面積は，固

着の程度から北限を茨城県沖と福島県沖の境界とし，Uchida et al.

（2009）（５２）から南限を北米プレートとフィリピン海プレートの構

造境界として，茨城県沖から房総沖の一部の領域を設定した。 

平均すべり量，応力降下量及び剛性率については，「6.2.2.1.2.1 

波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 a．既往津

波の再現性の確認」と同様とする。 

すべり量の不均質性については，杉野他（2014）（４７）を参考に，

大すべり域及び背景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 2 倍，

0.33 倍に，面積をそれぞれ全体の面積の 40％，60％となるように設

定した。 

大すべり域の位置については，海溝軸付近に配置した。 

特性化波源モデルの諸元を第 6.2－12 図に示す。数値シミュレーシ

ョンの計算条件及び計算格子については，「6.2.2.1.2.1 波源モデ

ルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 c．数値シミュレー

ション」と同様とする。 

概略パラメータスタディ結果を第 6.2－8,9 表に示す。 

2) 保守性を考慮した津波波源（茨城県沖から房総沖に想定する津波波

源） 

茨城県沖に想定する津波波源について，断層面積及びすべり量に関

する保守性を考慮したモーメントマグニチュードＭｗ8.7 の津波波源

を設定した。 

具体的には，特性化波源モデルの断層面積は，北米プレートとフィ

リピン海プレートの境界を越えて南限を房総沖まで拡張した茨城沖か

ら房総沖までの領域に設定した。 
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保守性を考慮した特性化波源モデルの設定方法及び各種パラメータ

を第 6.2－13,14 図に示す。 

平 均 す べ り 量 ， 平 均 応 力 降 下 量 及 び 剛 性 率 に つ い て は ，

「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波

波源 a．既往津波の再現性の確認」と同様とした。 

すべり量については，杉野他（2014）（４７）よりも保守的になるよ

う超大すべり域，大すべり域を設定した。 

すべり量の不均質性については，超大すべり域，大すべり域及び背

景領域のすべり量をそれぞれ平均すべり量の 4 倍，2 倍，0.62 倍に，

面積をそれぞれ全体の面積の 5％，15％，80％となるように設定した。

また，大すべり域の形状を変えた 2 パターンのモデルを選定した。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，海溝軸付近に配置す

る。 

超大すべり域，大すべり域の位置については，茨城県沖から房総沖

の範囲で，発電所への津波水位の影響が最も大きくなる位置に設定す

る。特性化波源モデルの諸元を第 6.2－15 図に示す。 

ｂ．数値シミュレーション 

数値シミュレーションの計算条件及び計算格子については，

「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波波

源 c．数値シミュレーション」と同様とする。 

保守性を考慮した特性化波源モデルの概略パラメータスタディ結果を

第 6.2－10,11 表に示す。 

(3) 発電所への影響が大きい津波波源の選定 

東北地方太平洋沖型の津波波源に比べ，発電所での津波水位変動量が大

きい茨城県沖から房総沖に想定する津波波源を選定した。 
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6.2.2.1.2.2 数値計算 

パラメータの不確かさについて，破壊開始点，破壊伝播速度等を合理的と

考えられる範囲で変化させたパラメータスタディを実施した。 

詳細パラメータスタディの設定を第 6.2－16 図に示す。 

数 値 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 計 算 条 件 及 び 計 算 格 子 に つ い て は ，

「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 

c．数値シミュレーション」と同様とする。なお，詳細パラメータスタディ

において潮位条件の影響を含めた検討を実施した。その結果，発電所に最も

大きな影響がある波源として水位上昇側ではケース 3，破壊開始点⑥，破壊

伝播速度 3.0km/s，立ち上がり時間 30 秒，水位下降側ではケース 5，破壊開

始点⑤，破壊伝播速度 1.0km/s，立ち上がり時間 30 秒が選定された。詳細

パラメータスタディ結果を第 6.2－12～16 表及び第 6.2－17,18 図に示す。 

 

6.2.2.2 海洋プレート内地震に起因する津波 

6.2.2.2.1 津波波源の設定 

Alvarez-Gomez et al.（2012）（５３）に基づけば，1933 年昭和三陸沖地震

津波は国内外で最大規模の海洋プレート内地震である。また，地震調査研究

推進本部（2012）（３１）は，次の地震の規模を 1933 年昭和三陸沖地震津波と

評価している。これらを踏まえ，津波波源の設定については 1933 年昭和三

陸沖地震津波を基本とした。 

発生領域については，地震調査研究推進本部（2012）（３１）は，1933 年の

「三陸地震」と同様な地震が三陸沖北部から房総沖の海溝寄りの領域内のど

こでも発生するとしていることを踏まえ，三陸沖北部から房総沖までとした。 
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6.2.2.2.2 津波評価 

6.2.2.2.2.1 波源モデルの設定 

1933 年昭和三陸沖地震津波の波源モデルについては，土木学会（2016（１），

2011（５４））を参考に設定した。なお，波源モデルについては，土木学会

（2016）（１）において 1611 年の津波が海洋プレート内地震であった場合の

地震規模をＭｗ8.6 として評価していることを踏まえ，安全側にＭｗ8.6 に

スケーリングしたモデルとした。 

位置，走向及び傾斜については，三陸沖北部から房総沖までの範囲で，発

電所への津波水位の影響が最も大きくなる位置及び変動を設定した。波源モ

デルの諸元を第 6.2－19 図に示す。 

 

6.2.2.2.2.2 数値計算 

数 値 シ ミ ュ レ ー シ ョ ン の 計 算 条 件 及 び 計 算 格 子 に つ い て は ，

「6.2.2.1.2.1 波源モデルの設定 (1) 東北地方太平洋沖型の津波波源 

c．数値シミュレーション」と同様とする。 

パラメータスタディ一覧及び結果を第 6.2－17,18 表及び第 6.2－20 図に

示す。 

 

6.2.2.3 海域活断層による地殻内地震に起因する津波 

6.2.2.3.1 津波波源の設定 

「1. 地盤」における調査結果における評価に基づき，津波波源を設定し

た。 

 

6.2.2.3.2 津波評価 

阿部（1989）（５５）の簡易予測式による推定津波高の比較により，発電所
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に及ぼす影響が大きいと考えられる津波波源を抽出する。 

阿部（1989）（５５）の簡易予測式で用いた津波波源の諸元及び津波高の比

較結果を第 6.2－21 図及び第 6.2－19 表に示す。 

 

6.2.2.4 地震による津波水位の評価 

地震に起因する津波のうち，発電所に最も影響を与える地震津波は，プレ

ート間地震による津波である。なお，海洋プレート内地震及び海域の活断層

については，プレート間地震の概略パラメータスタディ結果と比較して，最

大水位上昇下降量が小さいことが推定されるため，詳細検討については省略

した。 

プレート間地震による津波の最高水位は，防潮堤位置において T.P.＋

17.2m，取水口前面において T.P.＋14.3m であり，最低水位は，取水口前面

において T.P.－5.3m である。 

  

6.2.3 地震以外に起因する津波 

発電所に影響を与える可能性がある地震以外を要因とする津波として，陸

上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波，火山現象に起因す

る津波を考慮している。 

 

6.2.3.1 陸上及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津波 

文献調査の結果，敷地周辺における陸域及び海底での地すべり並びに斜面

崩壊による歴史津波の記録はない。 

塩屋埼から犬吠埼の範囲の陸域について地すべりに関する文献調査を実施

した結果，防災科学技術研究所（2004）（５６）は敷地の南方に地すべり地形

を示している。空中写真判読及び国土地理院 5mDEM による地形解析の結果，
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防災科学技術研究所（2004）（５６）が指摘する範囲に地すべり地形は認めら

れない。また，塩屋埼から犬吠埼の範囲において，地形判読により発電所に

影響を及ぼす津波を引き起こす可能性のある地すべり及び斜面崩壊の地形を

調査した結果，沿岸部に津波を引き起こす可能性のある陸上の地すべり及び

斜面崩壊の地形は認められない。地形判読結果を第 6.2－22,23 図に示す。 

海底地すべりに関する文献調査を実施した結果，徳山他（2001）（５７）は，

いわきの沖合に海底地すべり地形を示している。徳山他（2001）（５７）が示

す地すべりを含む範囲について，一般財団法人日本水路協会発行の海底地形

デジタルデータ M7000 シリーズを用いた 150mDEM データにより海底地すべり

地形判読調査を実施した結果，海底地すべり地形は判読されない。また，徳

山他（2001）（５７）で示されている音波探査記録を用いて，徳山他（2001）

（５７）が示す海底地すべりの検討を実施した。その結果，表層部の分解能が

低いことから，小規模な海底地すべりの有無については判断できなかった。

そこで，産業技術総合研究所（2015）（５８）による東日本沖太平洋海域

（GH762）の音波探査記録（サブボトムプロファイラー）を用いて，海底地

すべりの有無を確認した。なお，音波探査記録（サブボトムプロファイラー）

の評価にあたっては，池原他（1990）（５９）に示される考え方に基づき，海

底地すべりの検討を実施した。音波探査記録の検討の結果，徳山他（2001） 

（５７）に図示された海底地すべりは，層相 2（砂質堆積物）に区分され，海

底地すべりを示唆する特徴的な構造は確認されなかった。したがって，徳山

他（2001）（５７）に図示された位置に海底地すべりはないものと判断した。

また，敷地前面海域の海底地形の判読を実施した結果，海底地すべりの可能

性のある地形は認められない。海底地形判読結果を第 6.2－24～27 図に示す。 

以上のことから，陸域及び海底での地すべり並びに斜面崩壊に起因する津

波について，敷地への影響はない。 
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なお，文献調査の結果，日本の領海外では，ハワイ付近に海底地すべりが

認められる。Moore et al.（1989）（６０）によれば，ハワイ諸島では過去に

複数の海底地すべりが発生したことが示されている。過去に発生した海底地

すべりの中から，後期更新世以降に生じた地すべりのうち，巨大津波を伴っ

た可能性があり，面積が大きいハワイ島西部の地すべりを評価対象として選

定した。評価対象の選定結果を第 6.2－28 図に示す。 

ハワイ島西部周辺について，ハワイ大学マノア校海洋地球科学技術学部

（ＳＯＥＳＴ）による地形デジタルデータ（50m グリット）を使用し，海底

地形コンター図及び標高段彩陰影図を作成し，海底地形判読を行った結果，

海底地すべりと判断される地形（滑落崖，崩壊物堆積域）が認められた。復

元地形と現況地形との差から地すべり規模（体積）を算出し，Papadopoulos 

and Kortekaas（2003）（６１）に示されている地すべり体積と津波水位の関係

を用いて日本沿岸における水位を推定した結果，敷地への影響は小さいこと

を確認した。海底地形判読結果及び評価結果を第 6.2－29,30 図に示す。 

以上から，ハワイ諸島周辺の海底地すべりに起因する津波の敷地への影響

は小さい。 

 

6.2.3.2 火山現象に起因する津波 

「7. 火山」に記載したとおり，敷地周辺において，火山現象による歴史

津波の記録はなく，海底活火山の存在も認められないことから，火山現象に

起因する津波について，敷地への影響はない。 

なお，文献調査の結果から，日本海溝の海溝軸よりも沖合いでは，海底火

山（プチスポット）の存在が認められている。阿部・平野（2007）（６２）は，

三陸沖で沈み込む太平洋プレート（海洋プレート）上でこれまで分かってい

る火山活動とは異なる，新しいタイプの火山（プチスポット）の存在を示し
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ている。津波発生要因となる火山現象のうち，過去に海中噴火が発生してい

ることから，海中噴火に伴う津波発生の可能性がある。そのため，平野

（2007a（６３），2007b（６４）），Hirano（2011）（６５），平野他（2010）（６６），

Fujiwara et al.（2007）（６７）及び町田他（2007）（６８）に示されているプ

チスポットの特徴を踏まえ，Levin and Nosov（2009）（６９）の海底火山から

の噴出物により発生する水位の推定方法を用いて津波水位を推定した結果，

敷地への影響は小さいことを確認した。 

海底火山の特徴を第 6.2－20 表，波源パラメータ及び評価結果を第 6.2－

21,22 表に示す。 

以上から，プチスポットに起因する津波の敷地への影響は小さい。 

 

6.2.4 津波発生要因の組み合わせの検討 

「6.2.2 地震に起因する津波」及び「6.2.3 地震以外に起因する津波」

の評価を踏まえ，津波発生要因の組み合わせについて検討した。 

地震以外に起因する津波について敷地への影響はないこと及び各津波発生

要因の関連性はないことから，地震に起因する津波と地震以外に起因する津

波の組み合わせの必要はないと評価した。 

 

6.2.5 基準津波の選定 

6.2.5.1 基準津波の津波波源の選定 

前節までの検討結果に基づき，下記の津波波源を基準津波として選定した。 

水位上昇側で発電所に最も大きな影響がある津波波源は，プレート間地震

による津波のケース 3，破壊開始点⑥，破壊伝播速度 3.0km/s，立ち上がり

時間 30 秒である。 

水位下降側で発電所に最も大きな影響がある津波波源は，プレート間地震
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による津波のケース 5，破壊開始点⑤，破壊伝播速度 1.0km/s，立ち上がり

時間 30 秒である。基準津波の津波波源を第 6.2－31 図に示す。 

 

6.2.5.2 基準津波の設定 

基準津波は，時刻歴波形に対して施設からの反射波の影響が微小となるよ

う，敷地前面の沖合い約 19km の位置で策定した。基準津波策定位置におけ

る上昇側の最大水位は T.P.＋7.1m，下降側の最大水位は T.P.－3.3m である。

基準津波の策定位置及び水位の時刻歴波形を第 6.2－32 図に示す。 

「基準津波設定モデル」による評価の結果，防潮堤前面の最高水位は T.P.

＋17.1m，取水口前面の最低水位は T.P.－4.9m となった。水位下降側の基準

津波について，貯留堰天端高さを下回る継続時間を評価した結果，非常用海

水ポンプの運転可能継続時間である 30 分を下回っていることを確認した。

評価結果を第 6.2－23,24 表及び第 6.2－33,34 図に示す。 

なお，「基準津波設定モデル」と「①津波波源選定モデル」のモデルの違

いによる影響を確認した結果，基準津波の波源位置及び最高水位位置が同じ

であり，水位にも有意な差は認められなかった。また，「基準津波設定モデ

ル」と「②設備影響検討モデル」によるモデルの違いによる影響を確認した

結果，最高水位位置が同じであり，水位にも有意な差は認められなかった。

「①津波波源選定モデル」による基準津波の波源位置の影響検討結果を第

6.2－25～28 表に，「①津波波源選定モデル」による基準津波の最高水位位

置及び水位の影響検討結果を第 6.2－29 表及び第 6.2－35,36 図，「②設備

影響検討モデル」による基準津波の最高水位位置及び水位の影響検討結果を

第 6.2－30 表及び第 6.2－37,38 図に示す。 

なお，地質学的証拠及び歴史記録等による確認として，基準津波の津波波

源の遡上域が津波堆積物調査結果（澤井（2012）（１１），Sawai et al.



6－6－21 

（2012）（１２）及び Yanagisawa et al.（2016）（１３））を上回ることを確認

した。また，行政機関による既往評価との比較として，茨城県（１９）が評価

した津波高さを基準津波が上回ることを確認した。地質学的証拠及び歴史記

録等による確認結果を第 6.2－39,40 図，行政機関による既往評価との比較

結果を第 6.2－41 図に示す。 

 

6.3 基準津波の年超過確率の参照 

日本原子力学会（2012）（７０），土木学会（2009（７１），2011（５４），2016

（１）），原子力安全基盤機構（2014）（７２），地震調査研究推進本部（2012

（３１），2014（７３））及び 2011 年東北地方太平洋沖地震から得られた知見等

を踏まえ，確率論的津波ハザード評価を行い，基準津波による水位の年超過

確率を参照した。 

確率論的津波ハザード評価において設定した津波発生領域の設定を第 6.3

－1～3 図，ロジックツリーを第 6.3－4～8 図に示す。 

基準津波策定位置における基準津波の最高水位及び最低水位の年超過確率

は，それぞれ 10－４程度及び 10－３程度である。波源別ハザード曲線及びフラ

クタイルハザード曲線を第 6.3－9,10 図に示す。 

 

6.4 基準津波に対する安全性 

第 6.2－23 表のとおり，防潮堤前面における基準津波による最高水位は，

T.P.＋17.1m 程度である。 

重要な安全機能を有する設備を内包する建屋は T.P.＋8m の敷地に設置さ

れており，重要な安全機能を有する屋外設備である海水ポンプ室を設置して

いるエリアは T.P.＋18～20m の防潮堤に囲まれているため，十分な裕度が

あり，基準津波による遡上波に対して影響を受けるおそれはない。 
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取水ピットでの最低水位は，T.P.－5.0m である。非常用海水ポンプの取

水可能水位は T.P.－5.66m であることから，津波により水位が低下した場合

でも，非常用海水ポンプの取水性に影響を及ぼすことはない。 

また，基準津波に伴う砂移動による影響について検討する。砂移動により

取水口が閉塞しないことを確認するため，茨城県（2005）（７４）等を参考に

砂の粒径，密度等を設定した。また，藤井他（1998）（７５）及び高橋他

（1999）（７６）の手法を用いて砂移動に関する数値シミュレーションを実施

し，最も影響を及ぼす条件の選定を行った。その結果，高橋他（1999）（７６）

の手法による浮遊砂上限濃度 1％の条件が選定された。 

高橋他（1999）（７６）の手法による浮遊砂上限濃度１％の条件において

「基準津波設定モデル」で評価を実施した結果，取水口前面における砂の堆

積厚さは，最大で 0.4m 程度であり，取水口が閉塞することはない。 

砂移動に関する数値シミュレーションの計算条件を第6.4－1表及び第6.4

－1 図，砂移動評価の条件選定結果を第 6.4－2 表，発電所周辺における砂

移動評価結果を第 6.4－3 表及び第 6.4－2,3 図に示す。 

さらに，取水ピットにおける砂の堆積厚さを評価し，非常用海水ポンプの

取水に影響がないことを確認するため，基準津波に伴う砂移動による影響の

検討において取水口前面における砂の堆積厚さが最も大きくなる高橋他

（1999）（７６）の手法による浮遊砂上限濃度 1％の条件を対象に，数値シミ

ュレーションを実施した。取水ピットにおける砂の堆積厚さは最大で 0.01m

程度であり，非常用海水ポンプの高さを上回らない。以上のことから，非常

用海水ポンプの取水への影響はないことを確認した。 

取水設備の水理特性に関する数値シミュレーションの計算条件を第 6.4－

4表，海水ポンプ室における砂の堆積厚さの評価結果を第6.4－5表に示す。 
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第 6.2－1 表 既往津波の文献調査 

(敷地周辺に影響を及ぼした過去の津波) 

 

 

 

太平洋沿岸に影響を及ぼした主な津波の一覧表（地震規模8.0以上（遠地津波については地震規模9.0以上）を抜粋）

発生年月日
元号

波源域
地震規模1)

津波規模2)

m
地震・津波の概要3) 敷地への影響

Mj Mw

869.7.13

貞観11 
三陸沖

8.3
±1/4

－
4，－

[4] 

三陸沿岸：城郭・倉庫・門櫓・垣壁など崩れ落ち倒潰する
もの無数。津波が多賀城下を襲い，溺死約1千。流光昼の
ごとく隠映すという。三陸沖の巨大地震とみられる。

東北地方太平洋沖型の
地震に伴う津波と同等
もしくは下回る規模

1611.12.2

慶長16 
三陸沖 ≒8.1 8.3

4，－
[3-4]

三陸沿岸および北海道東岸：三陸地方で強震。震害は軽く，
津波の被害が大きかった。伊達領内で死1783，南部・津軽
で人馬の死3千余という。三陸沿岸で家屋の流出が多く，
北海道東部でも溺死が多かった。1933年三陸地震津波に似
ている。

敷地付近への影響を示
す津波の痕跡はない。

1677.11.4
延宝5

房総沖 ≒8.0 8.2
2，－
[－]

磐城・常陸・安房・上総・下総：上旬より地震が多かった。
磐城から房総にかけて津波があり，小名浜・中之作・薄
磯・四倉・江名・豊間などで死・不明130余，水戸領内で
溺死36，房総で溺死246余，奥州岩沼領で死123

茨城県那珂湊（現ひた
ちなか市）で4.5～5.5m

1700.1.26
元禄12

北米
北西部沖

－ 9.0 －，－

北米北西部沖（カスケード地帯）：三陸～紀伊半島にかけ
て津波が来た。各地の津波の高さは岩手県宮古3m，同大槌
で2m，茨城県那珂湊で約2mと推定される記録がある。宮古
で津波の被害があったという。

茨城県那珂湊（現ひた
ちなか市）で約2m

1793.2.17
寛政5

三陸沖 8.0～8.4
2，2.5
[2]

陸前・陸中・磐城：仙台領内で家屋損壊1千余，死12。沿
岸に津波が来て，全体で家潰流失1730余，船流破33，死44
以上。余震が多かった。相馬・いわきにおいて引きで津波
がはじまっているのは1896年明治三陸地震と似ている。

敷地付近への影響を示
す津波の痕跡はない。

1896.6.15
明治29

三陸沖 8・1/4 8.3
4，3.5
[3-4]

三陸沖：『明治三陸地震津波』：震害はない。津波が北海
道より牡鹿半島にいたる海岸に襲来し，死者総数は21959
（青森343，岩手18158，宮城3452，北海道6）。家屋流失
全半潰8～9千，船の被害約7千。波高は，吉浜24.4m，綾里
38.2m，田老14.6mなど。

敷地付近への影響を示
す津波の痕跡はない。

1933.3.3

昭和8
三陸沖 8.1 8.4 3，3

三陸沖：『三陸地震津波』：震害は少なかった。津波が太
平洋岸を襲い，三陸沿岸で被害は甚大。死・不明3064，家
屋流失4034，倒潰1817，浸水4018。波高は綾里湾で28.7m
にも達した。日本海溝付近で発生した巨大な正断層型地震
と考えられている。

敷地付近への影響を示
す津波の痕跡はない。

1952.11.4

昭和27

カムチャ
ツカ半島
南東沖

－ 9.0 1，－
カムチャツカ半島南東沖：『カムチャツカ津波』：太平洋
沿岸に津波，波高は1～3m程度。広範囲で家屋の浸水があ
り，三陸沿岸では漁業関係の被害があった。

福島県沿岸で約0.5～
1.5m

1960.5.22

昭和35
チリ
南部沖

－ 9.5 2～3，－

チリ南部沖：『チリ地震津波』：津波が日本各地に襲来，
波高は三陸沿岸で5～6m，その他で3～4m。北海道南岸・三
陸沿岸・志摩半島付近で被害が大きく，沖縄でも被害が
あった。日本全体で死・不明142（うち沖縄で3），家屋全
壊1500余，半壊2千余

茨城県久慈港で約2.3m

1964.3.27
昭和39

アラスカ
湾

－ 9.2 0，－

アラスカ湾：『アラスカ地震津波』：津波は太平洋沿岸各
地に波及した。日本沿岸の検潮記録によると，津波の高さ
は三陸沿岸南部でやや高かった。このため，この沿岸で浅
海漁業施設に若干の被害があった。

小名浜で0.35m，銚子で
0.36m

1968.5.16
昭和43

青森県
東方沖

7.9 8.2 2，2.5

青森県東方沖：『1968年十勝沖地震』：青森を中心に北海
道南部・東北地方に被害。死52，傷330，建物全壊673，半
壊3004。青森県下で道路損壊も多かった。津波があり，三
陸沿岸3～5m，浸水529，船舶流失沈没127。コンクリート
造建築の被害が目立った。

敷地付近への影響を示
す津波の痕跡はない。

2011.3.11
平成23

三陸沖 8.4 9.0 －，4

東北沖：『平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震，東
日本大震災』：日本海溝沿いの沈み込み帯の大部分，三陸
沖中部から茨城県沖までのプレート境界を震源域とする逆
断層型超巨大地震。3月9日にM7.3(Mw7.4)の前震，震源域
内や付近の余震・誘発地震はM7.0以上が6回，M6.0以上が
97回，死18493，不明2683，傷6217，住家全壊128801，半
壊269675。死者の90%以上が水死で，被害の多くは巨大津
波（現地調査によれば最大約40m）によるもの。

発電所で概ね5～6m
（最大6.5m）

1)地震規模は，宇佐美他(2013)を参照した。
2)津波規模ｍは，宇佐美他(2013)による。下線付き数字は羽鳥による値とされている。[ ]内の値は羽鳥(1975)による値を参照した。
3)地震・津波の概要は，宇佐美他(2013)，渡辺(1998)及び国立天文台(2014)を参照した。
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第 6.2－2 表 1960 年チリ地震の津波波源 

(広域の再現解析：計算条件) 

 

 

第 6.2－3 表 1960 年チリ地震の津波波源 

(発電所周辺の再現解析：計算条件) 

 

  

項目 条件 備考

計算領域 太平洋全域

メッシュ構成 5分間隔格子

基礎方程式 コリオリ力を考慮した線形Boussinesq理論

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）（７７）の方法

境界条件
沖側：自由透過
陸側：完全反射

海底摩擦係数 考慮していない

水平渦動粘性係数 考慮していない

計算時間間隔 ⊿ｔ＝10秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後32時間 十分な計算時間となるように設定

項目 条件 備考

計算領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成
沖合4,320m→2,160m→720m→沿岸域240m→
発電所周辺80m→40m→20m→10m→5m

長谷川他（1987）（７８）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）（７９）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は

小谷他（1998）（８０）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

越流条件
防波堤：本間公式（1940）（８１）

護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 ⊿ｔ＝0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後20～32時間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件 T.P.+0.02m
茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港
区）の潮位表（平成16年～平成21
年）を用いて設定
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第 6.2－4 表 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(広域の再現解析：計算条件) 

 

 

第 6.2－5 表 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(発電所周辺の再現解析：計算条件) 

 

 

項目 条件 備考

計算領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成 沖合1,350m→450m→150m→沿岸50m 長谷川他（1987）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：計算格子間隔50m領域は小谷他（1998）の陸上

遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

越流条件
防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 Δｔ＝0.5秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件 T.P.-0.4m 地震発生時の潮位

項目 条件 備考

計算領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成
沖合4,320m→2,160m→720m→沿岸域240m→
発電所周辺80m→40m→20m→10m→5m

長谷川他（1987）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は

小谷他（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

越流条件
防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 Δｔ＝0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件 T.P.-0.49m 地震発生時の日立港潮位

津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量

津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量
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第 6.2－6 表 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(津波予測解析：計算条件) 

 

 

 

第 6.2－7 表 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(概略パラメータスタディの評価結果) 

 

  

項目 条件 備考

計算領域 北海道から千葉房総付近までの太平洋

メッシュ構成
沖合4,320m→2,160m→720m→沿岸域240m→
発電所周辺80m→40m→20m→10m→5m

長谷川他（1987）

基礎方程式 非線形長波理論 後藤・小川（1982）の方法

計算スキーム スタッガード格子，リープ・フロッグ法 後藤・小川（1982）の方法

初期変位量 Mansinha and Smylie（1971）の方法

境界条件

沖側：後藤・小川（1982）の自由透過の条件
陸側：敷地周辺（計算格子間隔80m～5m）の領域は

小谷他（1998）の陸上遡上境界条件
それ以外は完全反射条件

越流条件
防波堤：本間公式（1940）
護岸：相田公式（1977）

防潮堤 鉛直無限壁

海底摩擦係数 マニングの粗度係数（n=0.03m-1/3s）

水平渦動粘性係数 考慮していない（Ｋｈ=0）

計算時間間隔 ⊿ｔ＝0.05秒 C.F.L.条件を満たすように設定

計算時間 津波発生後240分間 十分な計算時間となるように設定

潮位条件

概略パラメータスタディ T.P.+0.02m 茨城港常陸那珂港区（茨城港日立港
区）の潮位表（平成16年～平成21
年）を用いて設定詳細パラメータスタディ

T.P.+0.61m (上昇側)

T.P.-0.81m (下降側)

位置
防潮堤前面 取水口前面

最大水位上昇量(m) 最大水位下降量(m)

基準 7.36 -3.52

南へ10km移動 8.13 -3.19

南へ20km移動 8.09 -3.04

南へ30km移動 7.75 -3.69

津波水位＝潮位＋水位変動量＋2011年東北地方太平洋沖地震による地殻変動量＋津波予測解析による地殻変動量
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第 6.2－8 表 茨城県沖に想定する津波波源 

(概略パラメータスタディの評価結果：検討モデルＡ) 

 

 

第 6.2－9 表 茨城県沖に想定する津波波源 

(概略パラメータスタディの評価結果：検討モデルＢ) 

 

 

 

  

位置
防潮堤前面

最大水位上昇量(m)

取水口前面

最大水位下降量(m)

基準 Ａ-1 7.71 -4.18

南へ10km移動 Ａ-2 7.99 -4.35

南へ20km移動 Ａ-3 8.17 -4.49

南へ30km移動 Ａ-4 7.53 -4.52

南へ40km移動 Ａ-5 6.69 -4.35

南へ50km移動 Ａ-6 6.18 -4.08

位置
防潮堤前面

最大水位上昇量(m)

取水口前面

最大水位下降量(m)

基準 Ｂ-1 5.70 -3.57

南へ10km移動 Ｂ-2 6.17 -3.88

南へ20km移動 Ｂ-3 6.27 -4.14

南へ30km移動 Ｂ-4 6.82 -4.27

南へ40km移動 Ｂ-5 6.32 -4.35

南へ50km移動 Ｂ-6 5.41 -3.90
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第 6.2－10 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(概略パラメータスタディの評価結果：検討モデルＡ) 

 

 

第 6.2－11 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(概略パラメータスタディの評価結果：検討モデルＢ) 

 

  

位置
防潮堤前面

最大水位上昇量(m)

取水口前面

最大水位下降量(m)

基準 Ａ-1 16.78 -5.16 

南へ10km移動 Ａ-2 17.34 -5.17

南へ20km移動 Ａ-3 17.60 -5.24

南へ30km移動 Ａ-4 17.22 -5.44

南へ40km移動 Ａ-5 16.22 -5.47

南へ50km移動 Ａ-6 14.68 -5.42

南へ60km移動 Ａ-7 12.20 -5.20

南へ70km移動 Ａ-8 10.38 -5.03

位置
防潮堤前面

最大水位上昇量(m)

取水口前面

最大水位下降量(m)

基準 Ｂ-1 16.30 -4.93 

南へ10km移動 Ｂ-2 16.75 -4.94

南へ20km移動 Ｂ-3 15.73 -5.08

南へ30km移動 Ｂ-4 15.93 -5.15

南へ40km移動 Ｂ-5 16.21 -5.04

南へ50km移動 Ｂ-6 13.74 -4.83

南へ60km移動 Ｂ-7 11.08 -4.73

南へ70km移動 Ｂ-8 9.36 -4.47
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第 6.2－12 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメータスタディの評価結果：水位上昇側） 

 

 

 

第 6.2－13 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメータスタディの評価結果：水位下降側） 

 

 

  

A-3
防潮堤前面の最大水位上昇量※1(m)

破壊伝播速度

破壊開始点 1.0km/s 1.5km/s 2.0km/s 2.5km/s 3.0km/s

① 11.52 13.66 13.62 13.46 14.36 

② 11.24 12.33 13.27 13.83 14.09 

③ 11.01 12.20 13.14 14.28 14.76 

④ 12.29 13.08 13.72 14.53 15.00 

⑤ 12.01 12.74 13.36 14.22 14.68 

⑥ 14.28 14.41 15.13 15.89 16.08※2

※1 立ち上がり時間：30秒
※2 取水口前面の最大水位上昇量：13.09 m

A-5
取水口前面の最大水位下降量※ (m)

破壊伝播速度

破壊開始点 1.0km/s 1.5km/s 2.0km/s 2.5km/s 3.0km/s

① -4.71 -4.83 -4.84 -4.88 -4.90 

② -4.84 -4.85 -4.85 -4.88 -4.90 

③ -4.91 -4.91 -4.92 -4.92 -4.93 

④ -4.93 -4.92 -4.92 -4.92 -4.92 

⑤ -4.970 -4.95 -4.94 -4.94 -4.93 

⑥ -4.969 -4.96 -4.95 -4.94 -4.94 

※立ち上がり時間：30秒
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第 6.2－14 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメータスタディの評価結果：水位上昇側） 

 

 

第 6.2－15 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメータスタディの評価結果：水位下降側） 

 

 

第 6.2－16 表 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメータスタディの評価結果：まとめ) 

 

 

  

A-3
防潮堤前面の最大水位上昇量(m)

破壊開始点⑥

立ち上がり時間(秒) 破壊伝播速度：3.0km/s

30 16.08

60 15.74 

A-5
取水口前面の最大水位下降量(m)

破壊開始点⑤

立ち上がり時間(秒) 破壊伝播速度：1.0km/s

30 -4.970 

60 -4.967 

項目 水位 パラメータ

最高水位※1（防潮堤前面） T.P.+17.2m※2 Ａ－３，破壊開始点⑥，破壊伝播速度3.0km/s及び立ち上がり時間30秒

最低水位※1（取水口前面） T.P.-5.3m Ａ－５，破壊開始点⑤，破壊伝播速度1.0km/s及び立ち上がり時間30秒

※1 潮位及び地殻変動量（2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動量も含む）を考慮
※2 同パラメータによる取水口前面の最高水位はT.P.+14.3mである。
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第 6.2－17 表 海洋プレート内地震 

(概略パラメータスタディの評価結果：西傾斜) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ケース 防潮堤前面 取水口前面

位置 走向 最大水位上昇量(m) 最大水位下降量(m)

北へ192km移動

－10° － -3.50 

±0° － -3.31 

＋10° － -3.17 

北へ144km移動

－10° 2.90 -3.72 

±0° 2.90 -4.18 

＋10° 3.00 -4.01 

北へ96km移動

－10° 4.92 -4.06 

±0° 4.99 -4.05 

＋10° 4.90 -3.98 

北へ48km移動

－10° 6.44 -3.95 

±0° 4.84 -4.11 

＋10° 5.42 -4.19 

基準

－10° 4.63 -3.66 

±0° 4.10 -4.12 

＋10° 4.56 -3.86 
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第 6.2－18 表 海洋プレート内地震 

(概略パラメータスタディの評価結果：東傾斜) 

 

 

第 6.2－19 表 海域の活断層による地殻内地震 

(簡易予測式による推定津波高の評価結果) 

 

 

ケース 防潮堤前面 取水口前面

位置 走向 最大水位上昇量(m) 最大水位下降量(m)

北へ192km移動

－10° － -3.02

±0° － -3.27

＋10° － -3.18

北へ144km移動

－10° 4.63 -3.90

±0° 2.90 -3.84

＋10° 3.46 -3.62

北へ96km移動

－10° 4.78 -3.66

±0° 3.40 -3.87

＋10° 4.62 -3.86

北へ48km移動

－10° 5.02 -4.02

±0° 4.57 -3.63

＋10° 4.49 -3.58

基準

－10° 3.48 -3.86

±0° 4.78 -3.91

＋10° 4.91 -3.78

地震モデル Mw

長さ：

L

（km）

幅：

W

（km）

すべり

量：

D

（m）

地震モー

メント：

Mo

（Nm）

敷地から

の距離：

Δ

（km）

推定津

波高：

Ht

（m）

①
F1断層，北方陸域
の断層，塩ノ平地
震断層の連動

7.4 58 ― ― 1.47×1020 40 1.8

②
F3断層，F4断層の

連動
6.5 16 10.7 1.33 7.97×1018 21 0.5

③ F8断層 6.9 26 ― ― 2.95×1019 28 0.8

④ F11断層 5.5 5 3.3 0.42 2.43×1017 41 0.1

⑤ F16断層 6.9 26 ― ― 2.95×1019 20 1.2
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第 6.2－20 表 海底火山（プチスポット）の文献調査 

(特徴及び津波発生の可能性の検討) 

 

 

第 6.2－21 表 海底火山（プチスポット）の波源パラメータ 

 

 

第 6.2－22 表 海底火山（プチスポット）の評価結果 

 

  

項目 特徴

地学的位置 アウターライズ地形の東側（三陸沖の太平洋プレート上）

水深 5,000～6,000m

長径 1～2km

比高 数100m

体積 1km3程度以下

形状 円錐状

火山形式 単成火山（1回の噴火で形成された火山）

火山活動範囲 日本海溝から600km

活動時期 5万年～850万年前

起源 浅部マントル起源（マグマはアセノスフェアから亀裂に沿って海底に染み出す）

岩質 アルカリ玄武岩

噴出物の特徴

・枕状溶岩
・縄状構造
・山頂の周り数100mの範囲に火山弾
・著しく発泡した溶岩

入力データ 入力値 備 考

噴出物の体積（マグマ噴出量）：V0（m3） 1×109 Okumura and Hirano （2013）（８２）を参考に設定

プチスポット位置の水深：H（m） 5,000

噴火の継続時間：τ（sec） 1×105 Kozono et al.（2013）（８３）を参考に設定

重力加速度：g（m/s2） 9.8

出力項目 推定値 備 考

津波の初期水位：ξ0（m） 6.50×10-7 • Levin and Nosov（2009）の津波水位の推定方法より算出
• 発電所は波源域内※に含まれるため，発電所前面における水
位はξ0にほぼ等しいと考えられる。

※プチスポットから発電所までの距離：200～400㎞
波源の半径：ｒ（m） 2.21×107
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第 6.2－23 表 基準津波の評価 

（評価位置における結果） 

 

 

第 6.2－24 表 基準津波の評価 

（貯留堰天端高さを下回る継続時間の評価結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項目 地震に起因する津波

地震種別
茨城県沖から房総沖に想定する

プレート間地震

最高水位※1（防潮堤前面） T.P.＋17.1m

最低水位※1（取水口前面） T.P.－4.9m

※1 潮位及び地殻変動量（2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動量も含む）を考慮

名称 基準津波（下降側最大） 運転可能継続時間

継続時間（貯留堰前面） 1.5分 約30分
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第 6.2－25 表 「①津波波源選定モデル」による基準津波波源位置の 

影響検討結果 

（水位上昇側：検討モデルＡ） 

 

 

第 6.2－26 表 「①津波波源選定モデル」による基準津波波源位置の 

影響検討結果 

（水位上昇側：検討モデルＢ） 

 

 

 

 

 

 

 

位置

防潮堤前面

最大水位上昇量

(m)

基準津波設定
モデル

①津波波源選定
モデル

基準 Ａ-1 16.79 16.78 

南へ10km移動 Ａ-2 17.29 17.34

南へ20km移動 Ａ-3 17.54 17.60

南へ30km移動 Ａ-4 17.01 17.22

南へ40km移動 Ａ-5 16.05 16.22

南へ50km移動 Ａ-6 14.64 14.68

位置

防潮堤前面

最大水位上昇量

(m)

基準津波設定
モデル

①津波波源選定
モデル

基準 Ｂ-1 16.06 16.30

南へ10km移動 Ｂ-2 16.04 16.75

南へ20km移動 Ｂ-3 15.65 15.73

南へ30km移動 Ｂ-4 15.89 15.93

南へ40km移動 Ｂ-5 15.98 16.21

南へ50km移動 Ｂ-6 13.84 13.74
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第 6.2－27 表 「①津波波源選定モデル」による基準津波波源位置の 

影響検討結果 

（水位下降側：検討モデルＡ） 

 

 

第 6.2－28 表 「①津波波源選定モデル」による基準津波波源位置の 

影響検討結果 

（水位下降側：検討モデルＢ） 

 

 

 

 

 

 

 

位置

最大水位下降量

(m)

基準津波設定
モデル

①津波波源選定
モデル

貯留堰前面 取水口前面

基準 Ａ-1 -5.08 -5.16 

南へ10km移動 Ａ-2 -5.13 -5.17

南へ20km移動 Ａ-3 -5.15 -5.24

南へ30km移動 Ａ-4 -5.42 -5.44

南へ40km移動 Ａ-5 -5.46 -5.47

南へ50km移動 Ａ-6 -5.41 -5.42

位置

最大水位下降量

(m)

基準津波設定
モデル

①津波波源選定
モデル

貯留堰前面 取水口前面

基準 Ｂ-1 -4.91 -4.93 

南へ10km移動 Ｂ-2 -4.92 -4.94

南へ20km移動 Ｂ-3 -5.06 -5.08

南へ30km移動 Ｂ-4 -5.14 -5.15

南へ40km移動 Ｂ-5 -5.02 -5.04

南へ50km移動 Ｂ-6 -4.82 -4.83
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第 6.2－29 表 「①津波波源選定モデル」による基準津波の 

最高水位位置及び水位の影響検討結果 

 

 

第 6.2－30 表 「②設備影響検討モデル」による基準津波の 

最高水位位置及び水位の影響検討結果 

 

  

名称 基準津波設定モデル ①津波波源選定モデル

最大水位上昇量（防潮堤前面） 15.96m 16.08m

最大水位下降量（取水口前面） -4.59m -4.97m

名称 基準津波設定モデル ②設備影響検討モデル

最大水位上昇量（防潮堤前面） 15.96m 15.96m

最大水位下降量（取水口前面） -4.59m -4.59m
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第 6.4－1 表 砂移動評価 

（計算条件） 

 

 

第 6.4－2 表 砂移動評価の条件選定結果 

 

 

第 6.4－3 表 砂移動評価結果 

 

  

設定値 備考

砂移動モデル
・藤井他(1998)によるモデル
・高橋他(1999)によるモデル

空間格子間隔
沖合4320m→2160m→720m→沿岸域240m→
敷地周辺80m→40m→20m→10m→5mへ順次細分化

計算時間間隔 0.05秒

マニングの粗度係数 0.03 m-1/3･s 土木学会(2016)

浮遊砂上限濃度
・藤井他(1998)の手法 1%，5%
・高橋他(1999)の手法 1%

砂の粒径 0.15mm 底質調査より設定

砂粒の密度 2.72 g/cm3 底質調査より設定

空隙率 0.4 高橋他(1992)（８４）

海水の密度 1.03 g/cm3 理科年表より設定

潮位条件※ 水位上昇側：T.P.+0.81m
水位下降側：T.P.-0.61m

計算時間 地震発生後240分間（4時間）

初期砂層厚 無限

※ 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動量を考慮

基準津波 砂移動モデル 浮遊砂上限濃度
取水口前面 （参考）SA用海水ピット取水塔

砂の堆積厚さ 水位 砂の堆積厚さ 水位

水位上昇側

藤井他
（1998）

1％ 0.01 m

最高水位
T.P.+14.2 m

0.12 m

最高水位
T.P.+14.1 m

5％ 0.01 m 0.12 m

高橋他
（1999）

1％ 0.33 m 0.45 m

水位下降側

藤井他
（1998）

1％ 0.01 m

最低水位
T.P.-4.9 m

0.08 m

最低水位
T.P.-2.2 m

5％ 0.01 m 0.08 m

高橋他
（1999）

1％ 0.19 m 0.26 m

基準津波 砂移動モデル 浮遊砂上限濃度
取水口前面 （参考）SA用海水ピット取水塔

砂の堆積厚さ 水位 砂の堆積厚さ 水位

水位上昇側
高橋他
（1999）

1％ 0.31 m
最高水位

T.P.+14.1 m
0.46 m

最高水位
T.P.+14.1 m

水位下降側
高橋他
（1999）

1％ 0.20 m
最低水位

T.P.-4.9 m
0.26 m

最低水位
T.P.-2.2 m
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第 6.4－4 表 海水ポンプ室における砂の堆積厚さの評価 

（計算条件） 

 

 

 

第 6.4－5 表 海水ポンプ室における砂の堆積厚さの評価結果 

 

 

項目
設定内容

計算領域 取水口～取水路～取水ピット

基礎方程式 非定常開水路流及び管路流の連続式・運動方程式※1

非常用海水ポンプ

取水条件

流量：2,549.4 (m3/hr)

・残留熱除去系海水ポンプ：885.7 (m3/hr/台) ×2 台

・非常用ディーゼル発電機用海水ポンプ：272.6 (m3/hr/台) ×2 台
・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用海水ポンプ：232.8 (m3/hr/台)×1 台

マニングの粗度係数 n=0.020m－1/3･s

貝の付着代 貝代10cmを考慮

局所損失係数

電力土木技術協会(1995) （８５）：火力･原子力発電所土木構造物の設計－増補改訂版－

千秋信一(1967) （８６）：発電水力演習

土木学会(1999) （８７）：水理公式集［平成11年版］

入射条件 基準津波：水位上昇側，水位下降側

計算時間間隔 ⊿t=0.01秒

計算時間 地震発生後240分間（4時間）

潮位条件※2 水位上昇側：T.P.+0.81m
水位下降側：T.P.-0.61m

ここに, ｔ ：時間 Ｑ ：流量 v ：流速 ｘ ：管底に沿った座標 Ａ ：流水断面積 Ｈ ：圧力水頭＋位置水頭（管路の場合）/位置水頭（開水路の場合）
ｚ ：管底高 ｇ ：重力加速度 ｎ ：マニングの粗度係数 Ｒ ：径深 ⊿x ：管路の流れ方向の長さ ｆ ：局所損失係数

＜開水路＞
a)運動方程式

b)連続式

＜管路＞
a)運動方程式

b)連続式
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※1 基礎方程式

※2 2011年東北地方太平洋沖地震に伴う地殻変動量を考慮

基準津波 砂移動モデル 浮遊砂上限濃度
海水ポンプ室における

砂の堆積厚さ

水位上昇側 高橋他（1999） 1％ 0.01 m

水位下降側 高橋他（1999） 1％ 0.01 m
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第 6.1－1 図 評価に用いたモデル 

 

 

第 6.1－2 図 津波水位の評価地点 
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第 6.2－1 図 既往津波の文献調査 

(1677 年延宝房総沖地震津波の痕跡高) 
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第 6.2－2 図 地形判読結果 

(津波堆積物調査) 

 

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，
同院発行の2万5千分1地形図，空中写真，数値地図25000（地
図画像），数値地図50mメッシュ（標高）及び基盤地図情報を
使用した。
（承認番号 平29情使、 第298号）

この地図の作成に当たっては，国土地理院長の承認を得て，
同院発行の2万5千分1地形図，空中写真，数値地図25000（地
図画像），数値地図50mメッシュ（標高）及び基盤地図情報を
使用した。
（承認番号 平29情使、 第298号）
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第 6.2－3 図 1960 年チリ地震の津波波源 

(波源モデルの設定) 

 

 

第 6.2－4 図 1960 年チリ地震の津波波源 

(広域（遠地津波）の再現解析：計算領域及び格子間隔) 
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第 6.2－5 図 1960 年チリ地震の津波波源 

(再現解析：評価結果) 
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福島県～千葉県南部における1960年チリ地震に伴う津波の痕跡高
（チリ津波合同調査班（1961）（８９））のデータを使用

【幾何平均K及び幾何標準偏差κの再現性の目安】
0.95＜K＜1.05

κ＜1.45
（土木学会（2016））

地点数
ｎ

幾何平均
K

幾何標準偏差
κ

34 0.96 1.44

福島県 茨城県 千葉県

痕跡高

―  計算値

★ 敷地前面の計算値
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第 6.2－6 図 プレ－ト間地震に起因する津波 

(波源領域の設定) 

 

 

第 6.2－7 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(特性化波源モデルの諸元) 



6－6－58 

 

第 6.2－8 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(広域の再現解析：計算格子) 

 

 

第 6.2－9 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(発電所周辺の再現解析：計算格子) 
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第 6.2－10 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(広域の再現解析：確認結果) 

 

 

第 6.2－11 図 東北地方太平洋沖型の津波波源 

(発電所周辺の再現解析：確認結果) 
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地点数
ｎ

幾何平均
K

幾何標準偏差
κ

19 0.89 1.08

【幾何平均K及び幾何標準偏差κの再現性の目安】
0.95＜K＜1.05

κ＜1.45
（土木学会（2016））
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第 6.2－12 図 茨城県沖に想定する津波波源 

(特性化波源モデルの諸元) 
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第 6.2－13 図 保守性を考慮した特性化波源モデルの設定方法 

 

 

第 6.2－14 図 保守性を考慮した特性化波源モデルの各種パラメ－タ 
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第 6.2－15 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(特性化波源モデルの諸元) 

 

 

第 6.2－16 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメ－タスタディの設定) 
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第 6.2－17 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメ－タスタディの評価結果) 

 

 

第 6.2－18 図 茨城県沖から房総沖に想定する津波波源 

(詳細パラメ－タスタディの評価結果) 
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第 6.2－19 図 海洋プレ－ト内地震 

(波源モデルの諸元) 

 

 

第 6.2－20 図 海洋プレ－ト内地震 

(概略パラメ－タスタディの設定) 
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第 6.2－21 図 海域の活断層による地殻内地震 

(津波波源の諸元) 
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第 6.2－22 図 陸上地すべり及び斜面崩壊 

(文献による地形判読結果) 

 

 

第 6.2－23 図 陸上地すべり及び斜面崩壊 

(自社による地形判読結果) 
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第 6.2－24 図 海底地すべり 

(文献（徳山他（2001））による海底地形判読結果) 

 

 

第 6.2－25 図 海底地すべり 

(文献（徳山他（2001））による音波探査記録による判読結果) 
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第 6.2－26 図 海底地すべり 

(文献（産総研（2015））による音波探査記録による判読結果) 
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第 6.2－27 図 海底地すべり 

(自社による海底地形判読結果) 

 

 

第 6.2－28 図 ハワイ付近の海底地すべり 

(評価対象の選定結果) 
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第 6.2－29 図 ハワイ付近の海底地すべり 

(海底地形判読結果) 

 

 

第 6.2－30 図 ハワイ付近の海底地すべり 

(評価結果) 
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第 6.2－31 図 基準津波の津波波源 
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第 6.2－32 図 基準津波の策定位置及び水位の時刻歴波形 
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時間（分）
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位
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）

    最大T.P.+7.1m(24.7分)  最小T.P.-4.6m(26.7分)

※1  大すべりの位置：波源モデルの北限から南へ20km移動(A-3)，
破壊開始点⑥，破壊伝播速度3.0km/s，立ち上がり時間30秒

基準津波策定位置における時刻歴波形
（上昇側最大※1）

-4.6m（26.7分）

7.1m（24.7分）
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時間（分）

水
位

（
T

.P
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）

    最大T.P.+4.1m(25.5分)  最小T.P.-3.3m(27.2分)

基準津波策定位置における時刻歴波形
（下降側最大※2）

※2  大すべりの位置： 波源モデルの北限から南へ40km移動（A-5），
破壊開始点⑤，破壊伝播速度1.0km/s，立ち上がり時間30秒

4.1m（25.5分）

-3.3m（27.2分）
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第 6.2－33 図 基準津波の評価 

（評価位置における結果） 

 

第 6.2－34 図 基準津波の評価 

（貯留堰天端高さを下回る継続時間の評価結果） 

【貯留堰天端高さを下回る継続時間の整理方法】
• 貯留堰前面の水位時刻歴波形から，貯留堰天端高さを下回る

継続時間（Ｔ）を算定する。
• 貯留堰天端高さを複数下回る場合には，最も継続時間が長い

継続時間を対象とする。

-10

0

10

20

0 30 60 90 120 150 180 210 240
時間（分）

水
位

（
T
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.m

）

      最小T.P.-5.27m(96.8分)

【貯留堰概要】 【貯留堰設置イメージ】

時間（分）

水
位
(m)

0

貯留堰天端高さ（m）

T2T1
貯留堰前面における水位時刻歴波形

貯留堰天端高さ
T.P.-4.9m

T.P.-5.27m（96.8分）

1.5分

枠囲みの内容は商業機密又は防護上の観点から公開できません。
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第 6.2－35 図 「①津波波源選定モデル」による基準津波の 

最高水位位置及び水位の影響検討結果 

（水位上昇側） 

 
第 6.2－36 図 「①津波波源選定モデル」による基準津波の 

最高水位位置及び水位の影響検討結果 

（水位下降側） 
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第 6.2－37 図 「②設備影響検討モデル」による基準津波の 

最高水位位置及び水位の影響検討結果 

（水位上昇側） 

 
第 6.2－38 図 「②設備影響検討モデル」による基準津波の 

最高水位位置及び水位の影響検討結果 

（水位下降側） 
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第 6.2－39 図 地質学的証拠及び歴史記録等による確認 

(2011 年東北地方太平洋沖地震と基準津波との比較結果) 
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第 6.2－40 図 地質学的証拠及び歴史記録等による確認 

(津波堆積物と基準津波との比較結果) 

 

 

第 6.2－41 図 行政機関による既往評価との比較結果 
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第 6.3－1 図 津波発生領域の設定（茨城県沖～房総沖） 

 

 

第 6.3－2 図 津波発生領域の設定（津波地震：JTT） 
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第 6.3－3 図 津波発生領域の設定（海洋プレート内地震：JTNR） 
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第 6.3－4 図 津波発生モデルのロジックツリー 

(プレート間地震と津波地震の連動型地震) 

 

 

 

第 6.3－5 図 津波発生モデルのロジックツリー(津波地震：JTT) 

応力降下量範囲

発生領域

平均発生間隔

Mw8.5クラスの
津波の発生

波源モデル

波源領域
の南限

破壊する
領域

発生パターン津波発生領域

※1 ※2 ※3

※4 ※5

茨城・房総沖

津波地震領域を含む
津波だけが発生する

0.82～3.00MPa
(MC=8.1，BM=0.5相当)

1.14～2.17MPa
(MC=8.1，BM=0.3相当)

あり

なし

w=0.50

w=0.50

w=1/3 津波地震領域を含まない
津波だけが発生する

両方のタイプの
津波が発生する

0.82～3.00MPa
(MC=8.3，BM=0.5相当)

1.14～2.17MPa
(MC=8.3，BM=0.3相当)

0.82～3.00MPa
(MC=8.1，BM=0.5相当)[0.5]
(MC=8.3，BM=0.5相当)[0.5]

1.14～2.17MPa
(MC=8.1，BM=0.3相当)[0.5]
(MC=8.3，BM=0.3相当)[0.5]

w=1/3

w=1/3

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.50

北米プレートと
フィリピン海プレートの

境界まで

房総沖まで
津波地震領域を含む
津波だけが発生する

0.82～3.00MPa
(MC=8.4，BM=0.5相当)

1.14～2.17MPa
(MC=8.4，BM=0.3相当)

w=1/3 津波地震領域を含まない
津波だけが発生する

両方のタイプの
津波が発生する

0.82～3.00MPa
(MC=8.5，BM=0.5相当)

1.14～2.17MPa
(MC=8.5，BM=0.3相当)

0.82～3.00MPa
(MC=8.4，BM=0.5相当)[0.5]
(MC=8.5，BM=0.5相当)[0.5]

1.14～2.17MPa
(MC=8.4，BM=0.3相当)[0.5]
(MC=8.5，BM=0.3相当)[0.5]

w=1/3

w=1/3

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.50

w=0.90

w=0.10

ＪＴＴ

不均質すべり
モデル

三陸沖北部～
房総沖

160年

ＪＴＴ（Ａ）

210年

※6

※1 過去に発生したという知見はないが，今後起きることを考慮して分岐及び重みを設定

※2 2011年東北地方太平洋沖地震の特徴と関連する知見を考慮して設定

※3 貞観地震は2011年東北地方太平洋沖地震と同様に津波地震領域が連動しているという考え方と連動していないとい
う考え方があるため，分岐として設定

※4 土木学会（2016）等を参考に分岐及び重みを設定

※5 Gutenberg-Richter式を参考に，分岐及び重みを設定

※6 津波推定値のばらつきに関するロジックツリー（偶然的不確実さの考慮）

マグニチュード範囲波源モデル 平均発生間隔

発生領域

津波発生領域

1611年の津波の
地震発生模式

発生パターン

※2
※1

※3 ※4

プレート内地震と
津波地震の
連動サイクル

JTT

一様すべり
矩形モデル

1896型（三陸） [0.5]
1677型（房総） [0.5]

3.11地震の応力解放
範囲以外ではどこでも
津波地震が発生する

活動域内のどこでも
津波地震が発生する

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

MC=8.2, BM=0.3

MC=8.1, BM=0.5

w=0.35

w=0.15

w=0.25

w=0.10

w=0.15

w=0.90

w=0.10

津波地震
w=0.70

海洋プレート内の
正断層地震

w=0.30

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

MC=8.2, BM=0.3

MC=8.1, BM=0.5

ＪＴＮＲ（Ｂ）

w=0.35

w=0.15

w=0.25

w=0.10

w=0.15

3回に1回連動する
（＝1,800年）

w=1/3 毎回連動する
（＝600年）

5回に1回連動する
（＝3,000年）

w=1/3

w=1/3

600年

79年w=0.25

180年

w=0.25

w=0.50

360年

72年w=0.25

150年

w=0.25

w=0.50

330年

71年w=0.25

140年

w=0.25

w=0.50

3回に1回連動する
（＝1,800年）

w=1/3 毎回連動する
（＝600年）

5回に1回連動する
（＝3,000年）

w=1/3

w=1/3

290年

64年w=0.25

120年

w=0.25

w=0.50

220年

59年w=0.25

110年

w=0.25

w=0.50

210年

59年w=0.25

110年

w=0.25

w=0.50

3.11地震の応力解放
範囲以外ではどこでも
津波地震が発生する

活動域内のどこでも
津波地震が発生する

w=0.90

w=0.10

※1

※5

※1 土木学会（2016）等を参考に分岐及び重みを設定

※2 2011年東北地方太平洋沖地震の応力解放範囲で津波地震が発生する可能性については，2011年東北地方太平洋沖地震の発生により，同
地震で活動した領域に蓄積していた歪みはほぼ解消したため，発電所の供用期間には同領域で巨大地震は発生しないと考えられる。し
かしながら，津波地震については，単独で活動する際に必要な歪みは相対的に小さいことを踏まえ，分岐及び重みを設定

※3 土木学会（2009）等を参考に分岐及び重みを設定

※4 津波地震の平均発生間隔については，土木学会（2011）を参考に，プレート間地震と津波地震の連動型地震である東北地方太平洋沖型
の地震のうち津波地震領域を含む地震の発生間隔を除いて分岐及び重みを設定

※5 津波推定値のばらつきに関するロジックツリー（偶然的不確実さの考慮）
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第 6.3－6 図 津波発生モデルのロジックツリー 

(海洋プレート内地震：JTNR) 

  

マグニチュード範囲 平均発生間隔波源モデル津波発生領域

1611年の津波の
地震発生模式

発生パターン

発生領域
※1※1

※2 ※3

JTNR

MC=8.4, BM=0.5

MC=8.4, BM=0.3

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

w=0.25

w=0.25

w=0.30

w=0.10

w=0.10

120年

410年

2400年

120年

410年

2400年

MC=8.4, BM=0.5

MC=8.4, BM=0.3

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

w=0.30

w=0.20

w=0.30

w=0.10

w=0.10

これまでに発生したことが
知られている領域のみで
正断層地震が発生する

南部では発生せず，
北部ではどこでも

正断層地震が発生する

活動域内のどこでも
正断層地震が発生する

MC=8.4, BM=0.5

MC=8.4, BM=0.3

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

w=0.35

w=0.20

w=0.25

w=0.10

w=0.10

w=0.05

w=0.05

w=0.90

w=0.25

w=0.50

w=0.25

280年

410年

610年

一様すべり
矩形モデル
1933型

津波地震w=0.70

海洋プレート内の
正断層地震

w=0.30

240年

320年

430年

MC=8.4, BM=0.5

MC=8.4, BM=0.3

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

これまでに発生したことが
知られている領域のみで
正断層地震が発生する

南部では発生せず，
北部ではどこでも

正断層地震が発生する

活動域内のどこでも
正断層地震が発生する

w=0.05

w=0.05

w=0.90

89年

210年

580年

MC=8.4, BM=0.5

MC=8.4, BM=0.3

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

89年

210年

580年

MC=8.4, BM=0.5

MC=8.4, BM=0.3

MC=8.3, BM=0.5

MC=8.3, BM=0.3

MC=8.2, BM=0.5

（Ｂ）w=0.25

w=0.25

w=0.30

w=0.10

w=0.10

w=0.30

w=0.20

w=0.30

w=0.10

w=0.10

w=0.35

w=0.20

w=0.25

w=0.10

w=0.10

w=0.25

w=0.50

w=0.25

w=0.25

w=0.50

w=0.25

w=0.25

w=0.50

w=0.25

w=0.25

w=0.50

w=0.25

w=0.25

w=0.50

w=0.25

※4

※1 土木学会（2016）等を参考に分岐及び重みを設定

※2 土木学会（2009）等を参考に分岐及び重みを設定

※3 土木学会（2011）を参考に分岐及び重みを設定

※4 津波推定値のばらつきに関するロジックツリー（偶然的不確実さの考慮）
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第 6.3－7 図 津波推定値のばらつきに関するロジックツリー 

(不均質すべりモデル) 

 

 

 

第 6.3－8 図 津波推定値のばらつきに関するロジックツリー 

(一様すべり矩形モデル) 

  

対数正規分布の
打ち切り範囲（σ）

誤差の対数標準偏差
（β）

Β，σに関する知見

（A）

JNES(2014)等

β = 0.223
(κ = 1.25)
β = 0.300
(κ = 1.35)
β = 0.372
(κ = 1.45)
β = 0.438
(κ = 1.55)

w=0.30

w=0.40

w=0.25

w=0.05

中央値±2.3β

中央値±10β

w=0.75

w=0.25

β = 0.20
(κ = 1.22)
β = 0.25

(κ = 1.28) 中央値±2.3β

β = 0.30
(κ = 1.35)

w=0.25

w=0.25

w=0.50

w=0.10

w=0.90

土木学会(2011)

※ ※ ※

※ 土木学会（2011），原子力安全基盤機構（2014）等を参考に分岐及び重みを設定

数値計算方法

方法２
パラメータ変動の影響は

κ に含まれていない
（基本断層モデル＋
パラメータの変動

により評価）

（Ｂ）
w=1.00

土木学会(2011)

JNES(2014)等

β = 0.223
(κ = 1.25)
β = 0.300
(κ = 1.35)
β = 0.372
(κ = 1.45)
β = 0.438
(κ = 1.55)

w=0.40

w=0.35

w=0.20

w=0.05

中央値±2.3β

中央値±10β

β = 0.20
(κ = 1.22)
β = 0.25

(κ = 1.28) 中央値±2.3β

β = 0.30
(κ = 1.35)

w=0.25

w=0.25

w=0.50

w=0.10

w=0.90

w=0.75

w=0.25

対数正規分布の
打ち切り範囲（σ）

誤差の対数標準偏差
（β）

Β，σに関する知見

※ ※ ※

※ 土木学会（2011），原子力安全基盤機構（2014）等を参考に分岐及び重みを設定
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第 6.3－9 図 年超過確率の参照 

（波源別ハザ－ド曲線） 

 

 

第 6.3－10 図 年超過確率の参照 

（フラクタイルハザ－ド曲線） 
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第 6.4－1 図 砂移動評価 

（計算条件） 
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第 6.4－2 図 砂移動評価 

（評価結果：水位上昇側） 

 

 

第 6.4－3 図 砂移動評価 

（評価結果：水位下降側） 
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7 火  山 

7.1 検討の基本方針  

自然現象に対する設計上の考慮として，想定される自然現象が発生した場

合においても発電用原子炉施設が安全機能を損なわないことを確認するため，

発電所の運用期間における火山影響評価を実施する。  

初めに立地評価として発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出を行い，抽出

された火山を対象に設計対応不可能な火山事象が発電所の運用期間中に影響

を及ぼす可能性について評価を行う。次に影響評価として，発電所の安全性

に影響を与える可能性のある火山事象について評価を行う。 

 

7.2 調査内容及び検討内容  

7.2.1 文献調査 

第四紀における活動が認められる火山（以下「第四紀火山」という。）の

うち，発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出を目的として，第四紀火山につ

いて，発電所の敷地（以下「敷地」という。）を中心とする半径 160km の範

囲（以下「地理的領域」という。）を対象に文献調査を実施した。 

主な文献としては「日本活火山総覧（第 3 版）」（気象庁編（2013）

（１）），「日本の第四紀火山カタログ」（第四紀火山カタログ委員会編

（1999）（２）），「日本の第四紀火山」（通商産業省工業技術院地質調査所

（2012）（３）），「日本の火山（第 3 版）」（中野他（2013）（４）），20 万

分の 1 地質図幅「新潟（第 2 版）」（2010）（５），「福島」（2003）（６），

「高田」（1994）（７），「日光」（2000）（８），「白河」（2007）（９），

「長野」（1998）（１０），「宇都宮」（1991）（１１），「水戸（第 2 版）」

（2001）（１２），「甲府」（2002）（１３），「東京」（1987）（１４），「千

葉」（1983）（１５），「横須賀」（1980）（１６），「大多喜」（1980）（１７），
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「第四紀火山岩体・貫入岩体デ－タベ－ス Ver.1.00」西来他（2016）  

（１８）），「海域火山デ－タベ－ス」（海保安庁海洋情報部（2013）（１９））

及び「新編火山灰アトラス」（町田・新井（2011）（２０））がある。 

これらの文献に基づき，地理的領域内の第四紀火山を抽出し，火山噴出物

の種類，分布，地形，規模，活動間隔等を把握した。 

 

7.2.2 地形・地質調査及び火山学的調査 

火山の活動履歴や火山噴出物の種類，分布，噴出時期等を把握するため，

敷地周辺において地形・地質調査及び火山学的調査を実施した。 

 

7.3 発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

文献調査等の結果によれば，地理的領域内に 32 の第四紀火山が分布する

（第 7.3－1 図）。各火山の形式，活動年代及び最後の活動からの経過期間

を第 7.3－1 表に示す。 

これらの火山について，発電所に影響を及ぼし得る火山を抽出した。 

 

7.3.1 完新世に活動を行った火山 

完新世に活動を行った火山としては，高原山，那須岳，男体・女峰火山群，

日光白根山，赤城山，燧
ひうち

ヶ
が

岳
た け

，安達太良山，磐梯山，沼沢，吾妻山及び

榛名
は る な

山の 11 の火山があり，将来の活動可能性が否定できない火山として抽

出した。 

 

7.3.1.1 高原山 

高原山は，栃木県日光市北部に位置する第四紀火山であり，成層火山と溶

岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 88km である。活動年代は，約
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30 万年前～約 6500 年前とされている（西来他（2016）（１８））。高原山の

活動履歴については鈴木（1993）（２１），井上他（1994）（２２），奥野他

（1997）（２３），山元（2012）（２４），弦巻（2012）（２５），山元（2013a） 

（２６）及び中野他（2013）（４）を参照した。 

高原山は，井上他（1994）（２２）等によれば第３期から第７期に区分され，

奥野他（1997）（２３）等によれば約 6500 年前には（マグマ）水蒸気噴火が発

生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.2 那須岳 

那須岳は，栃木県・福島県境付近に位置する第四紀火山であり，成層火山

で構成される。敷地からの距離は約 93km である。活動年代は，約 50 万年前

以降で，最新噴火は 1963 年とされている（西来他（2016）（１８））。那須岳

の活動履歴の評価に当たっては鈴木（1992）（２７），伴・高岡（1995）（２８），

山元（1997） （２９），山元（2012）（２４），中野他（2013）（４），気象庁編

（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－編（2014） 

（３０）を参照した。 

那須岳は，南月山，茶臼岳，朝日岳，三本槍岳，甲子旭岳，二岐山の成層

火山の集合体である（伴・高岡（1995）（２８））。最新活動期の茶臼岳は，

山元（2012）（２４），山元（1997）（２９）等によれば約 1.9 万年前以降に活動

し，A.D.1963 には水蒸気噴火が発生したとされる。 

完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 
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7.3.1.3 男体・女峰火山群 

男体・女峰火山群は，栃木県日光市に位置する第四紀火山であり，成層火

山と溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 105km である。活動年代

は，約 90 万年前以降で，最新の噴火は約 7000 年前（男体山）とされている

（西来他（2016）（１８））。男体・女峰火山群の活動履歴の評価に当たって

は村本（1992）（３１），鈴木他（1994）（３２），佐々木（1994）（３３），第四

紀火山カタログ委員会編（1999）（ ２ ），山元（2013a）（ ２ ６ ），中野他

（2013）（４）及び石崎他（2014）（３４）を参照した。 

男体・女峰火山群は，女峰赤薙火山，日光溶岩ド－ム群，男体火山，三ツ

岳火山により構成され，最新活動期である男体火山は 2.4 万年前から活動し

（山元（2013a）（２６）），7 千年前にはマグマ水蒸気噴火が発生したとされ

る。 

完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

 

7.3.1.4 日光白根山 

日光白根山は，栃木県・群馬県境に位置する第四紀火山であり，溶岩流，

小型楯状火山及び溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 116km であ

る。活動年代は約 2 万年前以降で，最新噴火は 1890 年とされている（西来

他（2016）（１８））。日光白根山の活動履歴の評価に当たっては奥野他

（1993）（３５），佐々木他（1993）（３６），鈴木他（1994）（３２），高橋他

（1995）（ ３ ７ ），第四紀火山カタログ委員会編（1999）（ ２ ），中野他

（2013）（４），気象庁編（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調査総合

センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

日光白根山の活動は新期と古期に区分され，約 2 万年前以降～A.D.1890
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に活動したとされる（奥野他（1993）（３５）等）。また，確認されている有

史時代以降の活動は，全て水蒸気噴火であるとされる（佐々木他（1993）

（３６））。 

完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

 

7.3.1.5 赤城山 

赤城山は，群馬県前橋市北部に位置する第四紀火山であり，複成火山－カ

ルデラ，溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 127km である。活動

年代については，30 万年前より古くから活動し，最新噴火は 1251 年とされ

ている（西来他（2016）（１８））。赤城山の活動履歴の評価に当たっては大

森（1986）（ ３ ８ ），鈴木（1990）（ ３ ９ ），富田他（1994）（ ４ ０ ），宇井

（1997）（ ４ １ ），青木他（2008）（ ４ ２ ），高橋他（2012）（ ４ ３ ），及川

（2012）（４４），山元（2014a）（４５），山元（2014b）（４６），山元（2016）

（４７），気象庁編（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ

－編（2014）（３０）を参照した。 

赤城山の活動は中央火口丘形成期，新期成層火山形成期，古期成層火山形

成期に分けられる。最新活動期の中央火口丘形成期は 4.4 万年前に開始され，

最新の噴火は 1251 年噴火であり，この噴火による降下火砕物が確認されて

いる（山元（2014a）（４５），青木他（2008）（４３），及川（2012）（４４）等）。

一方で，早川（1999）（４８）によれば，1251 年噴火に対応する堆積物は確認

されておらず，1251 年噴火の根拠とされる吾妻鏡の記録は，噴火ではなく

山火事の記録である可能性が指摘されている。しかし及川（2012）（４４）等

では，1251 年の水蒸気噴火による堆積物の可能性がある火山灰層が認めら

れ，同時期の噴火を記録した別の歴史記録も報告されている。 
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完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

 

7.3.1.6 燧ヶ岳 

燧ヶ岳は，福島県檜枝岐村に位置する第四紀火山であり，成層火山で構成

される。敷地からの距離は約 130km である。活動年代は約 16 万年前以降で，

最新噴火は 1544 年とされている（西来他（2016）（１８））。燧ヶ岳の活動履

歴の評価に当たっては早川他（1997）（４９），山元（1999）（５０），山元

（2012）（２４），中野他（2013）（４），気象庁編（2013）（１）及び産業技術

総合研究所地質調査総合センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

燧ヶ岳は，燧ヶ岳七入テフラ等の噴出から活動を開始したとされ，460 年

前には御池岳溶岩ド－ムを形成したとされる。（山元（2012）（２４），早川

他（1997）（４９）等）。最新の噴火活動は，1544 年の水蒸気噴火である。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.7 安達太良山 

安達太良山は，福島県郡山市北部に位置する第四紀火山であり，複成火山

と溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 133km である。活動年代は

約 55 万年前～A.D.1900 年とされている（西来他（2016）（１８））。安達太

良山の活動履歴の評価に当たっては第四紀火山カタログ委員会編（1999）

（ ２ ），山元・阪口（2000）（ ５ １ ），藤縄他（2001）（ ５ ２ ），藤縄・鎌田

（2005）（５３），長谷川他（2011）（５４），中野他（2013）（４），気象庁編

（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－編（2014） 

（３０）を参照した。 
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安達太良山は早期，ステ－ジ 1，ステ－ジ 2，ステ－ジ 3 に区分され，ス

テ－ジ 1 は 55 万年前から活動し，最新活動期であるステ－ジ 3 は約 25 万年

前から活動したとされる（藤縄他（2001）（５２）等）。最新の噴火では，

A.D.1900 にマグマ水蒸気噴火が確認されている（山元・阪口（2000）  

（５１）等）。 

完新世に活動を行った火山であり，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山

として抽出した。 

 

7.3.1.8 磐梯山 

磐梯山は，福島県耶麻郡北東部に位置する第四紀火山であり，複成火山で

ある。敷地からの距離は約 135km である。活動年代は約 70 万年前～

A.D.1888 年とされている（西来他（2016）（１８））。磐梯山の活動履歴の評

価に当たっては三村（1994）（５５），三村・中村（1995）（５６），梅田他

（1999）（５７），長谷川他（2011）（５４），山元（2012）（２４），中野他

（2013）（４），気象庁編（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調査総合

センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

磐梯山は先磐梯火山，古磐梯火山，磐梯火山に区分され，約 70 万年前か

ら活動を開始したとされる（山元（2012）（２４），三村（1994）（５５）等）。

また，最新活動期である磐梯火山は 8 万年前から活動し，最新の噴火である

1888 年の噴火では，水蒸気噴火に伴う山体崩壊による岩屑なだれ，火砕サ

－ジ等が発生した（長谷川他（2011）（５４）等）。 

完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

 

7.3.1.9 沼沢 
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沼沢は，福島県金山町に位置する第四紀火山であり，溶岩ド－ム，カルデ

ラで構成される。敷地からの距離は約 143km である。活動年代は約 11 万年

前〜約 5400 年前（西来他（2016）（１８））である。沼沢の活動履歴の評価に

当たっては山元（1995）（５８），山元（2003）（５９），山元（2012）（２４），

中野他（2013）（４）を参照した。 

沼沢は 11 万年前～約 5400 年前に活動し，沼沢芝原テフラ，惣山溶岩ド－

ム，沼沢前山溶岩ド－ム，沼沢湖テフラ等を噴出したとされる。最新の活動

である沼沢湖テフラの噴出に伴ってカルデラが形成された（山元（2003 

（３７）， 2012（２４））等）。 

完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

 

7.3.1.10 吾妻山 

吾妻山は，福島県猪苗代町付近に位置する第四紀火山であり，複成火山，

溶岩流，小型楯状火山及び火砕丘で構成される。敷地からの距離は約 147km

である。活動年代は約 130 万年前～A.D.1977 年とされている（西来他

（2016）（１８））。吾妻山の活動履歴の評価に当たっては NEDO（1991）  

（６０），第四紀火山カタログ委員会編（1999）（２），高橋・小林（1999） 

（６１），山元（2005）（６２），長谷川他（2011）（５４），山元（2012）（２４），

中野他（2013）（４），気象庁編（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調

査総合センタ－編（2014）（３０）を参照した。 

吾妻山は，古一切経山，東吾妻山，高山，一切経山等に区分される（高

橋・小林（1999）（６１），NEDO（1991）（６０）等）。また，最新の活動は浄土

平周辺で発生しており，最新噴火として 1977 年に小規模な噴火が発生した

とされる（高橋・小林（1999）（６１））。 
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完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

 

7.3.1.11 榛名山 

榛名山は，群馬県高崎市に位置する第四紀火山であり，成層火山－カルデ

ラ，溶岩ド－ム及び火砕丘で構成される。敷地からの距離は約 157km である。

活動年代は約 50 万年前以降で，最新噴火は 6 世紀後半～7 世紀初頭とされ

ている（西来他（2016）（１８））。榛名山の活動履歴の評価に当たっては

（大森（1986） （３８），Soda（1996）（６３），第四紀火山カタログ委員会編

（1999）（２），下司（2013）（６４），山元（2013a）（２６），中野他（2013）

（４），気象庁編（2013）（１）及び産業技術総合研究所地質調査総合センタ－

編（2014）（３０））を参照した。 

榛名山は古期榛名火山，新期榛名火山に区分される（下司（2013）（６４）

等）。最新の噴火では，プリニ－式噴火により降下火砕物，火砕流として榛

名二ツ岳伊香保テフラが噴出したとされた（山元（2013b）（６５））。 

完新世に活動を行った火山であることから，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として抽出した。 

全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であることから，

原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.2 完新世に活動を行っていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定

できない火山 

完新世に活動を行っていない 21 の火山のうち，最後の活動終了からの期

間が過去の最大休止期間より短いとみなされる場合は，将来の活動可能性が

否定できないと判断し，その結果，笹森山と子持山の 2 火山を将来の活動可
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能性が否定できない火山として抽出した。 

 

7.3.2.1 笹森山 

笹森山は，福島県福島市南西部に位置する第四紀火山であり，複成火山で

ある可能性がある。敷地からの距離は約 133km である。活動年代は約 370 万

年前〜約 200 万年前とされている（中野他（2013）（４））。笹森山の活動履

歴の評価に当たっては阪口（1995）（６６），第四紀火山カタログ委員会編

（1999）（２），長橋他（2004）（６７），中野他（2013）（４），山元（2015）

（６８）を参照した。 

笹森山は笹森山安山岩と蓬莱火砕流からなるとされ，最新の噴火活動は，

最末期の蓬莱火砕流から 1.9Ma～1.8Ma のフィッショントラック年代が報告

されている（山元（2015）（６８））。 

全活動期間よりも最後の活動終了からの期間が短い火山であることから，

原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した。 

 

7.3.2.2 子持山 

子持山は，群馬県沼田市・渋川市境に位置する第四紀火山であり，複成火

山と溶岩ド－ムで構成される。敷地からの距離は約 145km である。活動年代

は約 90 万年前〜約 20 万年前とされている（中野他（2013）（４））。子持山

の活動履歴の評価に当たっては飯塚（1996）（６９）と中野他（2013）（４）を

参照した。 

子持山の活動は，綾戸活動期，前期子持火山活動期，後期子持火山活動期

に区分される。また，綾戸活動期と前期子持火山活動期の間に少なくとも約

30 万年間の休止期があったとされる（飯塚（1996）（ ６ ９ ）及び中野他

（2013）（４））。 
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7.3.3 発電所に影響を及ぼし得る火山 

「7.3.1 完新世に活動を行った火山」及び「7.3.2 完新世に活動を行っ

ていない火山のうち将来の火山活動可能性が否定できない火山」より，発電

所に影響を及ぼし得る火山として，高原山，那須岳，男体･女峰火山群，日

光白根山，赤城山，燧ヶ岳，安達太良山，笹森山，磐梯山，沼沢，子持山，

吾妻山及び榛名山の 13 火山を抽出した。 

 

7.4 運用期間中における火山活動に関する個別評価 

7.4.1 活動履歴に関する文献調査 

発電所に影響を及ぼし得る火山（13 火山）について，活動履歴に関する

文献調査により，評価の対象となる設計対応不可能な火山事象の顕著な発生

実績及び過去最大規模の噴火による火山噴出物の敷地への到達可能性につい

て第 7.4－1 表に整理した。 

火砕物密度流については，各火山の過去最大規模の火砕物密度流の分布か

ら到達可能性範囲を検討した結果，いずれも山体周辺に限られ，敷地周辺ま

での到達は認められない（第 7.4－1 図，第 7.4－2 図）。また，高原山と日

光白根山については活動履歴上，噴出物は火砕岩，降下火砕物が主であり，

火砕物密度流の発生は認められない。 

溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，発電所に影響を及

ぼし得る火山（13 火山）のうち敷地に最も近い高原山でも敷地から約 90km

と十分離れている。したがって，これらの火山事象が敷地に到達する可能性

は十分に小さいと判断される。  

新しい火口の開口及び地殻変動については，敷地は，発電所に影響を及ぼ

し得る火山の過去の火口及びその近傍に位置していないこと並びに火山フロ
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ントより前弧側（東方）に位置することから，これらの火山事象が敷地にお

いて発生する可能性は十分に小さいと判断される。  

以上のことから，発電所に影響を及ぼし得る火山（13 火山）については

過去最大規模の噴火を想定しても設計対応不可能な火山事象が発電所に影響

を及ぼす可能性は十分に低いと評価し，火山活動のモニタリングは不要と判

断した。 

 

7.5 火山事象の影響評価 

発電所に影響を及ぼし得る火山（13 火山）について，発電所の運用期間

中における活動可能性と規模を考慮し，発電所の安全性に影響を与える可能

性について検討した。 

なお，降下火砕物については，地理的領域外の火山も含めてその影響を評

価した。 

 

7.5.1 降下火砕物 

7.5.1.1 層厚に関する評価 

町田・新井（2011）（２０），山元（2013）（２６）等に基づき，敷地周辺に分

布が確認または推定される降下火砕物を確認した。そのうち，噴出源が同定

できる降下火砕物については，当該火山の将来の噴火の可能性について噴火

履歴等から検討した。一方，噴出源が同定できない降下火砕物については，

その堆積状況より検討した。敷地周辺で分布が推定される主な降下火砕物の

給源火山と敷地の距離，敷地での層厚，噴火規模，発電所の運用期間中にお

ける同規模の噴火の可能性の有無について，文献調査の結果の整理を第 7.5

－1 表に示し，発電所の運用期間中に同規模の噴火の可能性のある降下火砕

物の分布を第 7.5－1 図に示す。 
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(1) 給源火山を特定できる降下火砕物の同規模噴火の可能性 

ａ．満美穴テフラ，日光早乙女テフラ，日光行川テフラ，日光矢板テフラ

（男体・女峰火山群） 

満美穴テフラ，日光早乙女テフラ，日光行川テフラ及び日光矢板テフ

ラは男体女峰火山群を給源火山とし，それぞれ約 10 万年前，約 13 万年

前，約 14 万年前に噴出したとされる（山元（2012）（２４））。   

佐々木（1994）（３３）によれば，男体・女峰火山群において，約 60 万

年前から約 7 万年前までは女峰赤薙火山が活動し，日光溶岩ド－ム群の

活動を経て，約 2 万年前以降に男体火山，三ツ岳火山，日光白根火山が

活動したとされる。 

上記を踏まえると，満美穴テフラ，日光早乙女テフラ，日光行川テフ

ラ及び日光矢板テフラが噴出されたのは女峰赤薙火山の活動期であり，

現在の活動は男体火山の活動期であると考えられる。 

以上のことから，発電所の運用期間中における満美穴テフラ，日光早

乙女テフラ，日光行川テフラ及び日光矢板テフラと同規模噴火の発生可

能性は十分に小さいと判断される。 

ｂ．真岡テフラ（飯士山） 

真岡テフラは飯士山を給源火山とし，約 22 万年前に噴出したとされ

る（山元（2013a）（２６））。 

西来他（2016）（１８），中野他（2013）（４），赤石・梅田（2002） 

（７０）によれば，飯士山の活動形式は成層火山であり，その活動年代は

約 30 万年前～約 20 万年前とされている。 

上記を踏まえると，全活動期間よりも最後の活動からの期間が長いこ

とから，飯士山は将来の活動可能性はない火山と判断される。 

以上のことから，発電所運用期間中における真岡テフラと同規模噴火
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の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｃ．谷口テフラ，大峰テフラ（爺ヶ岳），恵比須峠福田テフラ，丹生川テ

フラ（穂高岳） 

谷口テフラ及び大峰テフラの給源火山である爺ヶ岳，並びに恵比須峠

福田テフラ及び丹生川テフラの給源火山である穂高岳はいずれも飛騨山

脈に位置する第四紀火山である（及川（2003）（７１））。 

及川（2003）（７１）によれば，飛騨山脈での火成活動は StageⅠ～Ⅲ

の 3 つの活動期に区分され，谷口テフラ，大峰テフラ，恵比須峠福田テ

フラ，丹生川テフラを発生させた時期はいずれも StageⅠ（2.5Ma～

1.5Ma）である。 

現在の活動期は StageⅢ（0.8Ma〜0Ma）であり，東西圧縮応力場のも

とで，成層火山形成を主体とした活動が継続していることから，飛騨山

脈において StageⅠで発生した大規模な噴火の発生可能性は十分に小さ

いと考えられる。 

以上のことから，発電所の運用期間中において谷口テフラ，大峰テフ

ラ，恵比須峠福田テフラ，丹生川テフラと同規模の噴火の発生可能性は

十分に小さいと判断される。 

ｄ．姶良Ｔｎテフラ（姶良カルデラ） 

姶良Ｔｎテフラは，南九州の姶良カルデラを給源火山とし，約 2.8 万

年前～約 3 万年前に噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）

（２０））。 

現在の姶良カルデラの活動期は，Nagaoka（1988）（７２）に基づけば，

後カルデラ火山噴火ステ－ジであると考えられる。破局的噴火の活動間

隔（約 6 万年以上）は，最新の破局的噴火である約 4 万年前の姶良Ｔｎ

テフラの噴出からの経過期間と比べ十分に長く，破局的噴火に先行して
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発生するプリニ－式噴火ステ－ジの兆候が認められないことから，破局

的噴火までには十分な時間的余裕があると考えられる。 

以上のことから，発電所運用期間中における，姶良Ｔｎテフラと同規

模噴火の可能性は十分に小さいと判断される。 

ｅ．鬼界アカホヤテフラ，鬼界葛原テフラ（鬼界カルデラ） 

鬼界アカホヤテフラは約 7,300 年前に，鬼界葛原テフラは約 9.5 万年

前に，いずれも鬼界カルデラを給源火山として噴出した広域テフラであ

る（町田・新井（2011）（２０））。 

現在の鬼界カルデラの活動期は，Nagaoka（1988）（７２）による後カル

デラ火山噴火ステ－ジ（薩摩硫黄島）と考えられる。また，鬼界カルデ

ラにおける破局的噴火の活動間隔は約 5 万年以上であり，最新の破局的

噴火からの経過期間（約 0.7 万年）に比べて十分長いことから，破局的

噴火までには十分な時間的余裕があると考えられる。 

以上のことから，発電所の運用期間中における鬼界アカホヤテフラ及

び鬼界葛原テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断され

る。 

阿蘇４テフラは約 8.5 万年前～約 9 万年前に，阿蘇３テフラは約 13

万年前に，いずれも阿蘇カルデラを給源火山として噴出した広域テフラ

である（町田・新井（2011）（２０））。 

Nagaoka（1988）（７２）に基づけば，現在の阿蘇カルデラの活動期は，

最新の破局的噴火（約 9 万年前の阿蘇４テフラの噴出）以降，阿蘇山に

おいて草千里ヶ浜軽石等の多様な噴火様式による小規模噴火が発生して

いることから，阿蘇山における後カルデラ期の活動と考えられる。破局

的噴火の最短の活動間隔（約 2 万年）は，最新の破局的噴火からの経過

期間（約 9 万年）と比べて短いため，破局的噴火のマグマ溜まりを形成
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している可能性，破局的噴火を発生させるマグマ供給系ではなくなって

いる可能性が考えられる。苦鉄質火山噴出物及び珪長質火山噴出物の給

源火口の分布（三好他（2005）（７３））から，地下に大規模な珪長質マ

グマ溜まりは存在していないと考えられる。 

以上のことから，発電所の運用期間中における阿蘇４，阿蘇３テフラ

と同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｆ．大山倉吉テフラ（大山火山） 

大山倉吉テフラは，約 5.5 万年前に大山を給源火山として噴出した広

域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

守屋（1983）（７４）の日本の第四紀火山の地形発達過程に基づく分類

によれば大山は最終期である第４期とされる。また，米倉（2001） 

（７５）によれば，一般にこの第４期の噴出量は第１期〜第３期と比べて

少なく，数 km３とされる。 

山元（2014b）（４６）による活動履歴情報の整理に基づけば，約 40 万

年前以降，最も規模の大きな噴火は大山倉吉テフラ噴火であるが，これ

に至る活動間隔は，大山倉吉テフラ噴火以降の経過期間に比べて十分に

長く，次の大山倉吉テフラ規模の噴火までには十分な時間的余裕がある

と考えられる。 

ただし，数 km３以下の規模の噴火については，大山倉吉テフラ噴火以

前もしくは以降においても繰り返し発生している。また，Zhao et al.

（2011）（７６）によれば，大山火山の地下深部に広がる低速度層と，大

山火山の西方地下で発生している低周波地震の存在から，地下深部には

マグマ溜まりが存在している可能性が示唆される。保守的に，この低速

度層をマグマ溜まりとして評価した場合，その深度は 20km 以深に位置

し，これは爆発的噴火を引き起こす珪長質マグマの浮力中立点の深度
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7km（東宮（1997）（７７））よりも深い位置に相当する。 

以上のことから，発電所の運用期間中における大山倉吉テフラと同規

模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｇ．御嶽第１テフラ（御嶽山） 

御嶽第１テフラは，約 9.5 万年前～約 10 万年前に御嶽山を給源火山

として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

御嶽山の活動は，山元（2014b）（４６），及川他（2014）（７８）によれ

ば，古期御嶽火山と新期御嶽火山に分けられ，現在は新期御嶽火山の活

動期であり，御嶽第１テフラは約 10 万年前に発生したとされる。また，

木村（1993）（７９）によれば，新期御嶽火山の活動は 3 つのステ－ジに

分けられ，御嶽第 1 テフラをもたらした噴火が発生したステ－ジはＯ1

ステ－ジ（デイサイト－流紋岩質のプリニ－式噴火と，カルデラ陥没及

び溶岩ド－ムの形成）であり，現在は山頂付近の小円錐火山群の形成期

であるＯ３ステ－ジであるとされる。 

なお，及川他（2014）（７８）によれば，過去 1 万年以内に少なくとも

4 回のマグマ噴火が確認されている。 

以上のことから，御嶽山においては，現在の活動期（Ｏ３ステ－ジ）

が今後も継続すると考えられることから，発電所の運用期間中における

御嶽第１テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｈ．立川ロ－ム上部ガラス質テフラ，浅間板鼻黄色テフラ（浅間山） 

立川ロ－ム上部ガラス質テフラは約 1.5 万年前～約 1.6 万年前に，浅

間板鼻黄色テフラは約 1.5 万年前～約 1.65 万年前に，浅間山を給源火

山として噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

高橋他（2013）（８０）によれば，浅間山の活動は，黒斑火山，仏岩火

山，前掛火山に区分される。高橋・安井（2013）（８１）によれば，最新
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期の活動である前掛火山は約 1 万年前（山元（2014b）（４６）)から活動

を開始したとされる。 

山元（2014b）（４６）によれば，立川ロ－ム上部ガラス質テフラ及び浅

間板鼻黄色テフラは仏岩火山の活動であり，現在は前掛火山の活動とな

っており，2015 年にはごく小規模な噴火が発生し，微量の降灰が確認

された（気象庁（2015）（８２））。 

なお，現在の活動での最大規模の噴火は，浅間Ｂテフラであるが，敷

地周辺（半径約 30km 以内）で確認または分布は推定されない。 

ｉ．箱根火山群（箱根東京テフラ，箱根吉沢下部７テフラ） 

箱根東京テフラは約 6.6 万年前に，箱根吉沢下部 7 テフラは約 12.8

万年前～約 13.2 万年前の間に，箱根火山群を給源火山として噴出した

広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

長井・高橋（2008）（８３）によれば，箱根火山群の活動は，初期の陸

上火山活動であるステージ１，玄武岩～安山岩質成層火山群形成期のス

テージ２，安山岩質成層火山群及び独立単成火山群形成期のステージ３，

カルデラ及び単成火山群形成期のステージ４，前期中央火口丘形成期の

ステージ５，爆発的噴火期のステージ６，後期中央火口丘形成期のステ

ージ７に区分される。 

山元（2014b）（４６）によれば，箱根東京テフラは爆発的噴火を主体と

していたステ－ジ６，箱根吉沢下部７テフラはステ－ジ５で発生した降

下火砕物である。現在は中央火口丘での溶岩ド－ムの活動であるステ－

ジ 7 であり，顕著な降下火砕物の発生は確認されない。 

以上のことから，箱根火山群については，現在の活動期（ステ－ジ

７）が今後も継続すると考えられることから，発電所の運用期間中にお

ける箱根東京テフラ及び箱根吉沢下部７テフラと同規模噴火の発生可能
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性は十分に小さいと判断される。 

ｊ．飯縄山（飯縄上樽 a テフラ） 

飯縄上樽 a テフラは，約 13 万年前に飯縄山を給源火山として噴出し

たテフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

飯縄山は，第Ⅰ活動期と第Ⅱ活動期の 2 つの活動期間に大別され，第

Ⅰ活動期は，約 34 万年前ごろ，第Ⅱ活動期は約 20 万年前にはじまり，

飯縄上樽 a テフラは第Ⅱ活動期に発生した（早津他（2008）（８４））。

早津他（2008）（８４）によれば，飯縄山は妙高火山群を構成する火山の

1 つであり，その活動は玄武岩質マグマによって開始し，デイサイト質

マグマの活動によって終わるとされ，飯縄山の第Ⅱ活動期においても，

噴出するマグマの性質が玄武岩質から安山岩質，安山岩質からデイサイ

ト質へと変化したとされる。また，第Ⅱ活動期は，飯縄上樽 a テフラ噴

出後の活動である溶岩ド－ム群の活動を最後に急速に衰退し，約 6 万年

前の水蒸気爆発の発生以降，噴火の痕跡は確認されず，噴気活動や高温

の温泉の湧出等は全く認められないことから，現在，火山活動は完全に

停止状態にあると考えられる （早津他（2008）（８４））。 

以上のことから，発電所の運用期間中における飯縄上樽 a テフラと同

規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

ｋ．大町Ａｐｍテフラ群（樅沢岳） 

大町Ａｐｍテフラ群は，樅沢岳を給源火山として噴出した広域テフラ

群である（町田・新井（2011）（２０））。 

西来他（2016）（１８），中野他（2013）（４），原山（1990）（８５），町

田・新井（2011）（２０）等によれば，火山の活動形式は火砕流であり，

その活動年代は約 40 万年～約 30 万年前とされている。 

上記を踏まえると，樅沢岳は全活動期間より，最後の活動終了からの
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期間が長いことから，将来の活動可能性はないと判断される。 

以上のことから，発電所運用期間中における大町Ａｐｍテフラ群と同

規模噴火の可能性は十分に小さいと判断される。 

ｌ．貝塩上宝テフラ（上宝） 

貝塩上宝テフラは，上宝を給源として噴出した広域テフラである（町

田・新井（2011）（２０））。 

西来他（2016）（１８），中野他（2013）（４）によれば，火山の活動形

式は火砕流であり，その活動期間は約 60 万年前とされている。 また，

鈴木（2000）（８６）等によれば，約 62 万年前から約 60 万年前の間に大

規模な噴火が発生し，貝塩給源火道から上宝火砕流及び貝塩上宝テフラ

が噴出したとされる。上宝は全活動期間よりも最後の活動終了からの期

間が長いことから，将来の活動可能性はないと判断される。 

以上のことから，発電所運用期間中における貝塩上宝テフラと同規模

噴火の可能性は十分に小さいと判断される。  

ｍ．八甲田国本テフラ（八甲田カルデラ） 

八甲田国本テフラは，約 76 万年前に八甲田カルデラ（八甲田火山）

を給源火山とし噴出した広域テフラである（町田・新井（2011）  

（２０））。 

気象庁編（2013）（１）によれば，八甲田火山は，南八甲田火山群，北

八甲田火山群に区分され，八甲田カルデラは北八甲田火山群の直下～北

東に存在するとされている。中野他（2013）（４）及び工藤他（2011）

（８７）によれば，八甲田火山の活動を，南八甲田火山群，八甲田カルデ

ラ，北八甲田火山群の活動に区分し，このうち，八甲田カルデラにおい

ては，約 1Ma（八甲田中里川），0.9Ma（八甲田黄瀬），0.76Ma（八甲

田第１期），0.4Ma（八甲田第２期）に大規模火砕流を噴出したとされ
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ている。八甲田火山は，110 万年前から活動を開始し，南八甲田火山及

び八甲田カルデラの活動後，最近 30 万年間では，北八甲田火山群のみ

の活動が継続している。八甲田国本テフラは八甲田カルデラの活動で発

生したものであり，現在は北八甲田群の活動である。 

以上のことから，発電所運用期間中における八甲田国本テフラと同規

模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。  

ｎ．玉川Ｒ４テフラ（玉川カルデラ） 

玉川Ｒ４テフラは，約 200 万年前に玉川カルデラを給源火山とし噴出

した広域テフラである（町田・新井（2011）（２０））。 

鈴木・中山（2007）（８８）によれば，敷地周辺に玉川Ｒ４テフラの分

布が示され，その降灰年代は 2.0Ma と推定されるとしている。梅田他

（1999）（５７）によれば，東北日本の 2Ma 以降の火山活動は，活動年代，

噴出量，噴火様式，広域応力場変遷の観点から次の 3 ステ－ジに区分さ

れる。 stage1（2Ma〜1Ma）では，弱圧縮応力場の環境下で大規模珪長

質火砕流の噴出が卓越したとされる。stage2（1Ma〜0.6Ma）では，強圧

縮場の環境下で成層火山の活動が卓越したとされる。stage3（0.6Ma 以

降）では，強圧縮場におかれ，脊梁山脈全体で断層運動が活発化し，大

規模珪長質火砕流，成層火山の活動が共に認められ，マグマ噴出量が増

大したとされる。 

現在の東北日本における火山活動は stage3 に相当することに加え，

高橋（1995）によれば，大量の珪長質マグマを蓄積するには低地殻歪速

度が必要であるとされることから，発電所の運用期間中における玉川Ｒ

４テフラと同規模噴火の発生可能性は十分に小さいと判断される。 

(2) 給源火山が特定できない降下火砕物 

敷地周辺で確認された給源火山が特定できない降下火砕物は， 敷地か



 

6－7－22 

ら南西に約 34km の茨城県笠間町大古山の涸沼川沿いで確認される「涸沼

川テフラ」（山元（2013a）（２６））の 1 つである。本テフラは見和層下部

のエスチュアリ－相泥質堆積物中に再堆積物として挟まれる層厚 15 ㎝の

軽石質の粗粒火山灰であるとされている（山元（2013a）（２６））。また，

涸沼川テフラは敷地近傍においてその分布が認められないことから，敷地

への影響は十分に小さいと判断される。 

(3) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の検討 

文献調査結果から，敷地周辺で分布が推定される主な降下火砕物のうち，

噴出源が同定でき，発電所の運用期間中における同規模の噴火の可能性の

ある降下火砕物として，赤城山を給源とする赤城鹿沼テフラ，赤城水沼１

テフラ，赤城水沼８－９テフラ，赤城行川テフラ，赤城水沼２テフラ，赤

城水沼８テフラ，男体・女峰火山群を給源とする男体今市テフラ，男体七

本桜テフラ，沼沢を給源とする沼沢芝原テフラ，高原山を給源とする高原

戸室山２テフラ，榛名山を給源とする榛名八崎テフラ，燧ケ岳を給源とす

る燧ヶ岳七入テフラが挙げられる。 

一方，噴出源が同定できない降下火砕物として，涸沼川テフラが認めら

れる。 

これらの降下火砕物のうち，敷地周辺において層厚とその噴火規模が最

も大きい降下火砕物は赤城鹿沼テフラであり，設計上考慮する降下火砕物

として詳細に検討を行った。 

ａ．降下火砕物の分布状況 

赤城鹿沼テフラの分布に関する以下の文献調査及び地質調査の結果か

ら，赤城鹿沼テフラの敷地及び敷地近傍での最大の層厚は 20 ㎝である

ことが確認されるが，敷地周辺における層厚のばらつきを考慮した場合，

過去の分布状況から想定される層厚として最大 40 ㎝と評価される。 
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(a) 文献調査 

降下火砕物の等層厚線図から，敷地において最も層厚が大きい降下

火砕物は赤城鹿沼テフラと判断され，その堆積厚さは敷地周辺では

「新編 火山灰アトラス」（町田・新井（2011）（２０））によれば

10cm～40cm，山元（2013a）（２６）では 16cm～32cm，敷地近傍で 20 ㎝

程度の層厚が示されている。町田・新井（2011）（ ２ ０ ）と山元

（2013a）（２６）に示される赤城鹿沼テフラの分布傾向は概ね整合して

おり，山元（2013a）（２６）において確認される敷地付近での層厚は

20cm 程度であるが，敷地の南側に赤城山から敷地までの距離と同程

度の位置に 34cm～38 ㎝の層厚が示されている（第 7.5－2 図）。 

(b) 地質調査 

敷地周辺，敷地近傍及び敷地での赤城鹿沼テフラの分布を把握する

ため，地質調査を実施した。調査の結果，赤城鹿沼テフラの分布状況

は文献調査結果と整合しており，敷地及び敷地近傍で約 15cm～約

20cm であった（第 7.5－3 図）。敷地及び敷地近傍のボ－リング調査

において，風化火山灰層中に厚さ約 15cm 及び約 20cm の黄白色の軽石

層が認められ，火山灰分析の結果，赤城鹿沼テフラに対比される（第

7.5－4 図）。敷地から西方約 3km に位置する東海駅地点においては

主に海成段丘からなる那珂台地に位置し，シルト～砂礫からなる段丘

堆積物の上位に赤城鹿沼テフラ，赤城水沼１テフラ男体今市等の降下

火砕物を挟在する風化火山灰，腐植土がほぼ水平に分布する。露頭の

一部には，段丘堆積物を削り込む谷が認められ，この谷部を埋めるよ

うに，男体今市テフラ等をレンズ状に含む風化火山灰（谷埋め堆積

物）とそれをさらに削り込んで分布する腐植土が認められる。本露頭

における赤城鹿沼テフラの層厚は最大約 20cm である（第 7.5－5 図）。 
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ｂ．降下火砕物シミュレ－ション 

現在の気象条件での敷地における降下火砕物の層厚を検討するため，

敷地周辺における堆積厚さが最も大きい赤城鹿沼テフラの給源火山であ

る赤城山を対象に降下火砕物シミュレ－ションを行った。 

山元（2016）（４７），高橋他（2012）（４３），守屋（1979）（９０）によ

れば，赤城山の活動は約 50 万年前から溶岩と火砕岩を主とした噴火様

式の古期成層山の活動から始まり，約 22 万年前の山体崩壊を境に，そ

の後，新期成層火山の火山となっている。新期成層火山についても 3 つ

の活動期に分けられ，赤城鹿沼テフラは現在の活動ステ－ジである後カ

ルデラ期に発生した降下火砕物であるとされる。現在の赤城山の活動ス

テ－ジにおいて最大規模の降下火砕物噴火は赤城鹿沼テフラであり，そ

の噴出量は 2km３DRE（見かけ体積 5km３）とされている（第 7.5－6 図）。

このことを踏まえ，解析条件の噴出量には見かけ体積 5km３を設定し，

その他のパラメ－タについては，町田・新井（2011）（２０）及び山元

（2013a）（２６）の等層厚線図と解析結果とが概ね整合する解析条件を設

定した。主な解析条件については第 7.5－2 表に示す。 

風向・風速は，気象庁が行っているラジオゾンデの定期観測デ－タ

（観測地点：館野）を用いて行った。 

月別平年解析の結果，1 年を通じて偏西風の影響を受け，分布主軸が

東から東北東に向く傾向があり，敷地における降下火砕物の堆積厚さは

2 月の 9 時の風のケ－スで最大（約 23cm）となる（第 7.5－7 図）。さ

らに，層厚が最大となった 2 月の 9 時を基本ケ－スとして，噴煙柱・風

速・風向の 3 つの要素について，不確かさに関する検討を行った（第

7.5－8 図）。その結果，風向の不確かさを考慮した場合が最大となり，

その層厚は約 49cm である。  
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ｃ．降下火砕物の分布事例 

赤城鹿沼テフラと同規模の噴火の降灰分布の事例を町田・新井

（2011）（２０）等により確認した。その層厚の分布と噴出源との距離を

整理した結果，赤城山と敷地の距離（約 127km）での層厚は最大でも約

23cm であった（第 7.5－9 図）。 

(4) 設計上考慮する降下火砕物の層厚の設定 

上記を踏まえ，降下火砕物の分布状況，シミュレ－ション及び分布事例

による検討結果から総合的に判断し，設計上考慮する降下火砕物の層厚を

保守的に 50 ㎝とする。 

 

7.5.1.2 粒径及び密度に関する評価 

(1) 粒径 

山元（2013a）（２６）によると，敷地は赤城鹿沼テフラの 8mm と 4mm の等

粒径線の間に位置する（第 7.5－10 図）。また，敷地での赤城鹿沼テフラ

の粒度分布を土質試験によって確認した結果，最大 4.7mm であった（第

7.5－11 図）。 

以上のことから，8.0mm 以下と設定する。 

(2) 密度 

富田他（1994）（４０）によれば，笠間地区における赤城鹿沼テフラの密

度は湿潤状態で 1.0g／cm３，乾燥状態で 0.3g／cm３である。また地質調査

（土質試験）により敷地における赤城鹿沼テフラの密度を確認した結果，

湿潤密度で最大約 1.1g／cm３，乾燥密度で最小約 0.3g／cm３であった（第

7.5－11 図）。 

一方で，宇井（1997）（４１）によれば，乾燥した火山灰は密度が 0.4 g

／cm３～0.7 g／cm３であるが，湿ると 1.2 g／cm３を超えることがあると
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されている。 

以上のことから，湿潤密度は 1.5 g／cm３，乾燥密度は 0.3g／cm３と設

定する。 

 

7.5.2 火山性土石流，火山泥流及び洪水 

発電所に影響を及ぼし得る 13 火山のうち，敷地から 120 ㎞の範囲内には

高原山，那須岳，日光白根山，男体・女峰火山群の 4 火山が位置する。敷地

は久慈川流域に位置し，いずれの火山の山麓の河川の流域には含まれない。 

文献調査の結果，西方約 20km の那珂川に沿う瓜連丘陵に火山性土石流堆

積物である粟河軽石が分布する（坂本・宇野沢（1976）（９１））。しかしな

がら，那珂川の流下方向は敷地へ向かってなく，那珂川と敷地の間には那珂

台地が分布している（第 7.5－12 図）。また，本堆積物以外の火山性土石流

堆積物は敷地周辺に認められない。以上のことから，火山性土石流，火山泥

流及び洪水が発電所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断される。 

 

7.5.3 火山から発生する飛来物（噴石） 

発電所に影響を及ぼし得る 13 火山のうち，最も近いものでも敷地から約

90km と十分離れていることから，火山から発生する飛来物の発電所への影

響はないと判断される。 

 

7.5.4 火山ガス 

発電所に影響を及ぼし得る 13 火山のうち，最も近いものでも敷地から約

90km と十分離れていること，敷地は太平洋に面しており火山ガスが滞留す

るような地形条件ではないことから，火山ガスの発電所への影響はないと判

断した。 
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7.5.5 その他の事象 

発電所に影響を及ぼし得る 13 火山のうち，最も近いものでも敷地から約

90km と十分離れていることから，静振，大気現象，火山性地震とこれに関

連する事象，熱水系及び地下水の異常について，発電所への影響はないと判

断した。 
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1
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地

理
的

領
域

内
の

第
四

紀
火

山
に

お
け

る
活

動
可

能
性

 

○
：

該
当
す

る
×

：
該
当

し
な
い

－
：

検
討
対

象
外

N
o.

火
山
名

※
1

敷
地
か

ら
の

距
離

(k
m
)

火
山

の
形
式

※
２

活
動
年

代
※
３

(千
年
前
)

全
活
動
期
間

(千
年

)

最
後
の

活
動
か

ら
の

期
間

(千
年

前
)

原
子
力
発
電
所

に
影
響

を
及

ぼ
し
得

る
火
山

(
13
火
山
)

完
新
世
に
活
動

を
行
っ
た
火
山

(
11
火
山
)

将
来
の

活
動

可
能
性

が

否
定
で

き
な

い
火
山

(
2
火
山
)

1
高
原
山

8
8 

複
成
火
山
，

溶
岩
ド
ー
ム

3
00

～
3
00

6
.5

○
－

2
塩

原
カ
ル
デ
ラ

9
0 

カ
ル
デ

ラ
－

火
砕
流

3
50

～
3
00

5
0

3
00

×
×

3
那
須
岳

9
3 

複
成
火

山
5
00

～
5
00

A
.D
.
19
6
3

○
－

4
塔
の
ヘ

つ
り
カ

ル
デ

ラ
群

9
9 

カ
ル

デ
ラ
－

火
砕
流
，

溶
岩
ド
ー
ム

1
40
0

～
1
0
00

4
00

1
0
00

×
×

5
二
岐
山

1
04
 

複
成
火
山
，

溶
岩
ド
ー
ム

1
40

～
9
0

5
0

9
0

×
×

6
男
体

・
女
峰

火
山
群

1
05
 

複
成
火
山
，

溶
岩
ド
ー
ム

9
00

※
４

～
9
00

7
※
４

○
－

7
会
津
布
引
山

1
09
 

複
成
火

山
1
40
0

－
1
4
00

×
×

8
根
名
草

山
1
16
 

溶
岩
ド
ー
ム

3
00

－
3
00

×
×

9
日
光
白
根
山

1
16
 

溶
岩
流
及
び

小
型
楯
状
火
山
，
溶
岩
ド
ー
ム

2
0

～
2
0

A
.D
.
18
9
0

○
－

1
0

皇
海
山

1
16
 

複
成
火

山
16
0
0

～
9
00

7
00

9
00

×
×

1
1

錫
ヶ
岳

1
17
 

複
成
火
山
？

27
0
0

～
2
1
00

6
00

2
10
0

－
×

1
2

桧
和
田
カ
ル
デ
ラ

1
18
 

カ
ル

デ
ラ
－

火
砕
流
，

溶
岩
ド
ー
ム

30
0
0

～
2
6
00

4
00

2
6
00

×
×
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3

鬼
怒
沼

1
20
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岩
流
，
火
砕
流

24
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－
2
40

×
×

1
4

四
郎
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1
22
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？

2
20
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－
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00
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1
5

沼
上
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1
24
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山
1
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0

－
1
1
00
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×

1
6
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城
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－
カ
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デ
ラ
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溶
岩
ド
ー
ム

3
00

～
3
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A
.D
.
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5
1

○
－

※
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2
火
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名
，

火
山
の
形

式
は

中
野
他

（
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13
）

（
４
）
に
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。
※

3
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代
は
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４
）
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そ
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以
降
に

公
表

さ
れ
た

第
四
紀
火

山
に

関
す
る

デ
ー
タ
を
収

集
・
整
理

し
た
「
第

四
紀

噴
火
・

貫
入

岩
体

デ
ー

タ
ベ
ー

ス
」
（
西

来
他

（
2
01
6）

（
１
８

）
）

を
基

本
に
し

て
評

価
し
た

。
※

4
大

真
名
子
山

，
女

峰
山
を

含
ん
だ

年
代
を
示

し
て
い
る

中
野

他
（
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13
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（
４
）
に

基
づ
き

評
価
し
た

。
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。
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岩
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1
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山
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榛
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＊ １ ： 町 田 ・ 新 井 （ 201 1）

（ ２ ０ ）

， ＊ ２ ： 山 元 （ 20 1 3 a )
（ ２ ６ ）

， ＊ ３ ： 山 元 （ 201 2）
（ ２ ４ ）

， ＊ ４ ： Ta m u r a  e t  a l（ 20 0 8）
（ ９ ３ ）

，  

＊ ５ ： 大 石 （ 200 9）
（ ９ ４ ）

， ＊ ６ ： 鈴 木 （ 20 0 1）
（ ９ ５ ）

， ＊ ７ ： 鈴 木 ・ 早 川 （ 199 0）
（ ３ ９ ）

， ＊ ８ ： 鈴 木 他 （ 20 01）
（ ９ ６ ）

，  

＊ ９ ： 鈴 木 ・ 中 山 （ 200 7）
（ ８ ８ ）

,＊ １ ０ ： 山 元 （ 20 1 3 b）
（ ６ ５ ）

 

原 子 力 発 電 所 運 用 期 間 中 の 同 規 模 噴 火 の 可 能 性 が 十 分 に 小 さ い 。

原 子 力 発 電 所 運 用 期 間 中 の 同 規 模 噴 火 の 可 能 性 あ り 。  

※ 噴 火 規 模 (Ｖ Ｅ Ｉ )の 定 義 は 町 田 ・ 新 井 （ 20 1 1）
（ ２ ０ ）

に 基 づ く

赤城鹿沼テフラ Ag-KP 10㎝〜40㎝＊１ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 5

男体今市テフラ Nt-I 16㎝〜32㎝＊２ 東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ○ － 4

満美穴テフラ Nk-Ma 32㎝以下＊３ 東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ×
女峰赤薙火山の活動で発生した降下火砕物であり。現在

は男体山，三ツ岳火山の活動が継続
5

真岡テフラ MoP 16㎝〜32㎝＊２ 東南東
（約168km）

外 飯士山 × 将来の活動可能性のない火山 5

恵比須峠福田テフラ Ebs-Fkd 約30㎝＊４ 東
（約270km)

外
飛騨山脈
（穂高岳）

× 将来の活動可能性のない火山 7?

谷口テフラ Tng 30㎝以下＊４ 東
（約256km）

外
飛騨山脈
(爺ヶ岳)

× 将来の活動可能性のない火山 ?

丹生川テフラ
(穂高-Kd39)

Nyg
(Htk-Kd39) 10㎝〜20cm＊４ 東

（約270km)
外

飛騨山脈
（穂高岳）

× 将来の活動可能性のない火山 ?

姶良Ｔｎテフラ AT 10㎝〜20㎝＊１ 東北東
（約1059km）

外 姶良カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

赤城水沼1テフラ Ag-MzP1 5㎝〜20㎝＊１ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

鬼界アカホヤテフラ K-Ah 0㎝〜20㎝＊１ 北東
（約1141km）

外 鬼界カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

男体七本桜テフラ Nt-S 0～20ｃｍ＊１ 東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ○ － 4

赤城水沼９－１０テフラ Ag-MzP9-10 16㎝以下＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

沼沢芝原テフラ Nm-SB 16㎝以下＊３ 南東
（約143km）

内 沼沢 ○ － 4

高原戸室山２テフラ Tk-TM2 8㎝〜16㎝＊２ 東南東
（約88km）

内 高原山 ○ － 5

日光早乙女テフラ Nk-SO 16㎝以下＊３ 4

日光行川テフラ Nk-NM 16㎝以下＊３ 5

日光矢板テフラ Nk-YT 16㎝以下＊３ 4

鬼怒沼黒田原テフラ Kn-KD 16㎝以下＊３ 東南東
（約120ｋｍ）

内 鬼怒沼 × 将来の活動可能性のない火山 5

阿蘇４テフラ Aso-4 15㎝以下＊１ 東北東
（約956km）

外 阿蘇カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

榛名八崎テフラ Hr-HP 0㎝〜10㎝＊１ 東
（約157km）

内 榛名山 ○ － 4

赤城行川２テフラ Ag-NM2 4㎝以下＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

赤城水沼２テフラ Ag-MzP2 4㎝〜8㎝＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

鬼界葛原テフラ K-Kz 2㎝〜5㎝＊１ 北東
（約1141km）

外 鬼界カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

大山倉吉テフラ DKP 0㎝～5㎝＊１ 東北東
（約649km）

外 大山 × 数km３以下の噴火活動が継続 6

赤城水沼８テフラ Ag-MzP8 8㎝以下＊２ 東
（約127km）

内 赤城山 ○ － 4

燧ヶ岳七入テフラ Hu-NN 8㎝以下＊３ 東南東
（約130km）

内 燧ヶ岳 ○ － 5

大峰テフラ
(大峰-SK110)

Omn
(Omn-SK110) 10㎝以下＊４ 東

（約256km）
外

飛騨山脈
(爺ヶ岳)

× 将来の活動可能性のない火山 6?

御嶽第1テフラ On-Pm1 0㎝〜10㎝＊１ 東北東
（約288km）

外 御嶽山 × 山頂付近における小規模の噴火活動が継続 6

立川ローム上部
ガラス質テフラ

UG 0㎝以上＊１ 6

浅間板鼻黄色テフラ As-YP 0㎝以上＊１ 5

四阿菅平２テフラ Azy-SgP2 0㎝以上＊５ 東
（約197km）

外 四阿山 ○ － 5

箱根東京テフラ Hk-TP 0㎝以上＊１ 6

箱根吉沢下部７テフラ Hk-Klp7 0cm以上＊１ 5

飯縄上樽ａテフラ In-Kta 0㎝以上＊６ 東
（約223km）

外 飯縄山 × 現在は活動停止期が継続 ?

大町Ａｐｍテフラ群 Tky-Ng1 0㎝以上＊７ 東
（約269km）

外
飛騨山脈
（樅沢岳）

× 将来の活動可能性のない火山 6?

貝塩上宝テフラ KMT 0㎝以上＊１ 東
（約281km）

外
飛騨山脈
（上宝）

× 将来の活動可能性のない火山 6?

八甲田１テフラ
(八甲田国本テフラ，Ku1）

Hkd1 0㎝以上＊８ 南
（約469km）

外 八甲田カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 ?

玉川Ｒ４テフラ Tmg-R4 0㎝以上＊９ 南
（約428km）

外 玉川カルデラ × 将来の活動可能性のない火山 6

阿蘇３テフラ Aso-3 0㎝以上＊１ 東北東
（約956km）

外 阿蘇カルデラ × 現在は後カルデラ火山の活動が継続 7

涸沼川テフラ － (再堆積)＊２,１０ － － － ―－

東
（約187km）

外 浅間山 ×
仏岩期の活動で発生した降下火砕物であり。現在は前掛

火山の活動が継続

北東
（約198km）

外 箱根火山群 ×
現在は溶岩ドームの活動が継続

（顕著な降下火砕物発生はない）

発電所運用期間中の
同規模噴火の可能性

（○：あり，×：可能性は十分に小さい）

降下火砕物の

噴火規模※

（ＶＥＩ）

東南東
（約105km）

内 男体・女峰火山群 ×
女峰赤薙火山の活動で発生した降下火砕物であり，現在

は男体山，三ツ岳火山の活動が継続

敷地周辺及び敷地近傍で確認
される主な降下火砕物

記号 敷地の層厚
火山から

敷地への方向
（距離（km））

給源火山
（内：地理的領域内，
  外：地理的領域外）
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6－7－45 

伴・高岡（1995）
（２８）

に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（1）火砕物密度流の到達可能性範囲（那須岳） 

那須岳

約17㎞

那須岳 



6－7－46 

佐々木（1994）（３３），山崎（1958）（９９）に基づき作成 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第7.4－2図（2）火砕物密度流の到達可能性範囲（男体・女峰火山群） 

男体･女峰火山群

約18㎞

男体・女峰火山群 



6－7－47 

高橋他（2012）（４３）に基づき作成 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（3）火砕物密度流の到達可能性範囲（赤城山） 

約24㎞

赤城山赤城山 



6－7－48 

早川他（1997）（４９）に基づき作成 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第7.4－2図（4）火砕物密度流の到達可能性範囲（燧ヶ岳） 

約6㎞

燧ケ岳燧ヶ岳 



6－7－49 

山元・阪口（2000）（５１）に基づき作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第7.4－2図（5）火砕物密度流の到達可能性範囲（安達太良山） 

約16㎞

安達太良山安達太良山 



6－7－50 

山元（2015）（６８）に基づき作成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

第7.4－2図（6）火砕物密度流の到達可能性範囲（笹森山） 

約13㎞

笹森山笹森山 



6－7－51 

山元（2011）（１００），山元・須藤（1995）（１０１）に基づき作成 

※葉山１火砕流堆積物は過去最大規模の噴火ではないが,到達距離としては最大であるため併記 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

第7.4－2図（7）火砕物密度流の到達可能性範囲（磐梯山） 

磐梯山 

約10㎞

磐梯山

葉山１火砕流堆積物※

磐梯山 



6－7－52 

約17㎞

沼沢

山元（2003）（５９），山元・長谷部（2014）（１０３）に基づき作成 

 
 
 
 
 
 
 

  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（8）火砕物密度流の到達可能性範囲（沼沢） 

沼沢 



6－7－53 

飯塚（1996）（６９）に基づき作成 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（9）火砕物密度流の到達可能性範囲（子持山） 

約6㎞

子持山子持山 
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長谷川他（2011）（５４）に基づき作成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（10）火砕物密度流の到達可能性範囲（吾妻山） 

約19㎞

吾妻山吾妻山 
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大森編（1986）（３８），早田（1989）（１０４）に基づき作成 

※榛二ツ岳－渋川火砕流堆積物（火砕サージを含む）は過去最大規模の噴火ではないが到達距離としては最大であるため併記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第7.4－2図（11）火砕物密度流の到達可能性範囲（榛名山） 

約23㎞

榛名山榛名山 
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8. 竜  巻 

8.1 竜  巻 

  竜巻影響評価は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（平成 25 年 6 月

19 日原規技発 13061911 号 原子力規制委員会決定）」（以下「ガイド」と

いう。）に基づき実施する。 

  基準竜巻及び設計竜巻の設定は，竜巻検討地域の設定，基準竜巻の最大風

速の設定及び設計竜巻の最大風速の設定の流れで実施する。 

 

8.1.1 竜巻検討地域の設定 

  発電所が立地する地域と，気象条件の類似性の観点及び局所的な地域性の

観点で検討を行い，竜巻検討地域を設定する。 

(1) 気象総観場の分析 

   気象条件の類似性の観点では，気象総観場ごとの竜巻発生位置を整理し，

発電所と類似の地域を抽出する。竜巻発生要因の総観場は，気象庁「竜巻

等の突風データベース」（１）を基に，独立行政法人原子力安全基盤機構が

東京工芸大学に委託した研究「竜巻による原子力施設への影響に関する調

査研究」（２）を参考に，低気圧，台風，停滞前線，局所性降雨，季節風及

びその他（高気圧等）の 6 つに分類する。なお，低気圧には，暖気の移入，

寒気の移入，停滞前線以外の前線を，停滞前線では梅雨前線を，局所性降

雨では雷雨を含めている。第 8.1－1 図に竜巻発生時の総観場の分布を示

す。 

   第 8.1－2 図の都道府県ごとの竜巻の発生要因別比率に示すとおり，低

気圧起因の竜巻は全国一様に発生していること，一方，台風起因の竜巻は

日本海側には発生しておらず，主に太平洋側で発生していることが分かる。

また，停滞前線起因の竜巻は北海道を除く各地に発生していること，局所
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性降雨は内陸部での竜巻発生も促すこと，季節風や高気圧起因とされる竜

巻の発生数は比較的少ないことが分かる。 

 

(2) 総観場の分析に基づく地域特性の確認 

   竜巻発生の地域性が見られる台風起因の発生領域から，太平洋側の宮城

県から沖縄県にかけての範囲を考慮する。発電所はこの範囲に立地してお

り，太平洋側の宮城県～沖縄県を基本として，竜巻の発生頻度の観点から

総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１の検討を行う。 

発電所から半径 180km 圏内（約 10 万 km２圏）を含む太平洋側沿岸の海

岸線から海側陸側各 5km の範囲を対象として，単位面積当たりの発生数の

比較を第 8.1－3 図及び第 8.1－1 表に示す。なお，表の竜巻の個数は各ケ

ースの領域毎における発生した全ての竜巻の個数である。 

この結果，福島県から沖縄県にかけての範囲であるＴＡ１．６のケースの

単位面積当たりの発生数が最も大きくなるため，これを総観場の気象条件

に基づく竜巻検討地域ＴＡ１とする。 

 

(3) 過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認 

   局地的な地域性の観点では，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）

及び解説」（３）に，全国 19 箇所の竜巻集中地域が示されており，第 8.1－

4 図に示すとおり，発電所は，竜巻集中地域⑰に立地している。 

竜巻集中地域⑰を第 8.1－1 表のＴＡ１．１とし，これを竜巻集中地域に

基づく竜巻検討地域ＴＡ２とする。 

 

(4) 竜巻検討地域 

   発電所に対する竜巻検討地域について，「総観場の分析に基づく地域特
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性の確認」，「過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認」により地域

特性を確認し，竜巻の個数及び単位面積当たりの発生数によって，福島県

から沖縄県にかけての太平洋側沿岸の海岸線から海側及び陸側それぞれ

5km の範囲を竜巻検討地域に設定する。（面積約 57,000km２）。 

第 8.1－5 図に竜巻検討地域を示す。 

 

8.1.2 基準竜巻の最大風速の設定 

  基準竜巻の最大風速は，過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１），

及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２）のうち，最も大

きな風速を設定する。 

(1) 過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１） 

   過去に発生した竜巻による最大風速の設定に当たっては，竜巻検討地域

における過去最大竜巻はＦ３であり，Ｆスケールと風速の関係より風速は

70m／s～92m／s であることから，竜巻検討地域で過去に発生した最大竜

巻Ｆ３の風速範囲の上限値 92m／s をⅤＢ１とする。 

   第 8.1－2 表に竜巻検討地域におけるＦ３スケール相当以上の竜巻の観

測記録を示す。 

 

 (2) 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２） 

   竜巻最大風速のハザード曲線は，ガイドに従い，既往の算定方法に基づ

き，具体的には「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）

を参照して，算定する。本評価は，竜巻データの分析，竜巻風速，被害幅

及び被害長さの確率密度分布の算定，相関係数の算定，並びにハザード曲

線の算定によって構成される。 

竜巻最大風速のハザード曲線の算定は，竜巻検討地域（海岸線から陸側
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及び海側それぞれ 5km の範囲）の評価及び竜巻検討地域を海岸線に沿って

1km 範囲ごとに短冊状に細分化した場合の評価の２とおりで算定し，その

うち大きな風速を設定する。 

 

  ａ．海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km の範囲の評価 

    本評価では，竜巻検討地域外で発生して竜巻検討地域内に移動した陸

上発生竜巻も発生数にカウントする。被害幅及び被害長さは，それぞれ

被害全幅及び被害全長を用いる。 

 

  ｂ．竜巻の発生頻度の分析 

    気象庁「竜巻等の突風データベース」（１）をもとに，1961 年～2012

年 6 月までの 51.5 年間の統計量をＦスケール別に算出する。なお，観

測体制の変遷による観測データ品質のばらつきを踏まえ，以下の(a)～

(c)の基本的な考え方に基づいて整理を行う。 

   (a) 被害が小さくて見過ごされやすいＦ０及びＦスケール不明竜巻に対

しては，観測体制が強化された 2007 年以降の年間発生数及び標準偏

差を用いる。 

   (b) 被害が比較的軽微なＦ１竜巻に対しては，観測体制が整備された 

1991 年以降の年間発生数や標準偏差を用いる。 

   (c) 被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられるＦ２及びＦ

３竜巻に対しては，観測記録が整備された 1961 年以降の全期間の年

間発生数や標準偏差を用いる。 

    また，Ｆスケール不明の竜巻については，以下の取扱いを行う。 

    陸上で発生した竜巻（以下「陸上竜巻」という。）及び海上で発生し

て陸上へ移動した竜巻については，被害があって初めてそのＦスケール
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が推定されるため，陸上でのＦスケール不明の竜巻は，被害が少ないＦ

０竜巻とみなす。 

海上で発生し，その後上陸しなかった竜巻（以下「海上竜巻」とい

う。）については，その竜巻のスケールを推定することは困難であるこ

とから，「海岸線から海上 5km の範囲における海上竜巻の発生特性が，

海岸線から内陸 5km の範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である。」

という仮定に基づいて各Ｆスケールに分類する。その結果，Ｆスケール

不明の海上竜巻の取扱いにより，第 8.1－3 表のとおり観測実績に対し

て保守性を高めた評価としている。 

 

  ｃ．年発生数の確率密度分布の設定 

    ハザード曲線の評価に当たって竜巻の発生がポアソン過程に従うと仮

定し，使用する竜巻年発生数の確率密度分布はポリヤ分布を採用する。 

    竜巻年発生数の確率分布の設定には，ポアソン分布とポリヤ分布が考

えられる。 

    ポアソン分布は，生起確率が正確に分からないまれな現象の場合に有

用な分布である。一方，ポリヤ分布は，発生状況が必ずしも独立でない

まれな現象（ある事象が生ずるのはまれであるが，一旦ある現象が発生

するとその周囲にもその現象が生じやすくなる性質）の場合に有用な分

布である（例えば，伝染病の発生件数）。台風や前線により竜巻が発生

した場合，同時多発的に複数の竜巻が発生する状況が考えられるため，

ポリヤ分布の方が実現象をより反映できると考えられる。 

    また，国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討

結果は，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）に示

されており，陸上及び海上竜巻の両方の発生数について，ポリヤ分布の
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適合性がポアソン分布に比べて優れているとしている。 

    発電所の竜巻検討地域で発生した竜巻を対象に，発生数に関するポア

ソン分布及びポリヤ分布の適合性を評価した結果，竜巻検討地域におい

ても，ポリヤ分布の適合性がポアソン分布に比べて優れていることを確

認している。 

 

  ｄ．竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率分布並びに相関係数 

    竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数，被害幅及び被害長

さを基に，確率密度分布についてはガイド及びガイドが参考としている

「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）を参照し，対

数正規分布に従うものとする。（第 8.1－6 図～第 8.1－8 図） 

    なお，疑似的な竜巻の作成に伴う被害幅又は被害長さの情報がない竜

巻には，被害幅又は被害長さを有する竜巻の観測値を与えている。その

際は，被害幅又は被害長さが大きいほうから優先的に用いることで，被

害幅又は被害長さの平均値が大きくなるように工夫しているとともに，

被害幅又は被害長さ０のデータについては計算に用いておらず，保守的

な評価を行っている。 

    このように，前述のＦスケール不明の竜巻の取扱い等も含め，データ

については保守的な評価となる取扱いを行っている。 

    また，1961 年以降の観測データのみを用いて，竜巻風速，被害幅及

び被害長さについて相関係数を求める。（第 8.1－4 表） 

 

  ｅ．竜巻影響エリアの設定 

    竜巻影響エリアは，発電所の評価対象施設の面積及び設置位置を考慮

して，評価対象施設を包絡する円形のエリア（直径 300m，面積約 7.1×
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10４m２）として設定する。（第 8.1－9 図） 

    なお，竜巻影響エリアを円形とするため，竜巻の移動方向には依存性

は生じない。 

 

  ｆ．ハザード曲線の算定 

    Ｔ年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がⅤ０以上となる

確率を求め，ハザード曲線を求める。 

前述のとおり，竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布の適

合性が高い。ポリヤ分布は式（a）（４）で示される。 

 

 

 

    ここで， 

       Ｎ：竜巻の年発生数 

       ν：竜巻の年平均発生数 

       Ｔ：年数 

 

    βは，分布パラメータであり式（b）で示される。 

 

 

    ここで， 

       σ：竜巻の年発生数の標準偏差 

 

    竜巻影響評価の対象となる構造物が風速Ⅴ０以上の竜巻に遭遇する事

象をＤと定義し，竜巻影響評価の対象構造物が１つの竜巻に遭遇し，そ
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の竜巻の風速がⅤ０以上となる確率をＲ（Ⅴ０）としたとき，Ｔ年以内

にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がⅤ０以上となる確率は式

（c）で示される。 

 

 

    このＲ（Ⅴ０）は，竜巻影響評価の対象地域の面積をＡ０（つまり竜

巻検討地域の面積約 57,000km２），1 つの竜巻の風速がⅤ０以上となる

面積をＤＡ（Ⅴ０）とすると式（d）で示される。 

 

 

    ここで，Ｅ［ＤＡ（Ⅴ０）］は，ＤＡ（Ⅴ０）の期待値を意味する。 

    本評価では，以下のようにしてＤＡ（Ⅴ０）の期待値を算出し，  

式（d）によりＲ（Ⅴ０）を推定し，式（c）によりＰＶ０，Ｔ（Ｄ）を求め

る。風速をＶ，被害幅をｗ，被害長さをｌ，移動方向をαとし，   

ｆ（Ｖ，ｗ，ｌ）等の同時確率密度関数を用いると，ＤＡ（Ⅴ０）の期

待値は式（e）（５）で示される。 

∫∫ ∫ ∫

∫ ∫ ∫ ∫∫ ∫
∞∞ ∞

∞ ∞ ∞∞ ∞

++

+=

00

00

)(),,()()(

),,()(),,()()]([

2

0 0
0

0

2

0 00
00

VV

VV

dVVfSddwdVwVfGVW

ddldVlVflHdldwdVlwVflVWVDAE

π

π

ααα

ααα

 

ここで，Ｈ（α）及びＧ（α）はそれぞれ，竜巻の被害長さ及び被害

幅方向に沿った面に評価対象構造物を投影した時の長さである。竜巻影

響エリアを円形で設定しているため，Ｈ（α）及びＧ（α）ともに竜巻

影響エリアの直径 300m で一定（竜巻の移動方向に依存しない）となる。
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Ｓは竜巻影響エリアの面積（直径 300m の円の面積：約 7.1×10４m２）を

表わす。円の直径をＤ０とした場合の計算式は，式（f）で示される。 

 

 

 

 

 

 

また，風速の積分範囲の上限値はハザード曲線の形状が不自然になら

ない程度に大きな値として 120m／s に設定する。 

なお，Ｗ（Ⅴ０）は竜巻風速がⅤ０以上となる幅であり，式（g）（５）

（６）で示される。この式により，被害幅内の風速分布に応じて被害様相

に分布がある（被害幅の端ほど風速が小さくなる）ことが考慮されてい

る。 

 

 

 

    ここで，係数の 1.6 について，既往の研究では，例えば 0.5 又は 1.0

などの値も提案されている。ガイドにて参照している Garson et al. （６）

では，観測値が不十分であるため保守的に 1.6 を用いることが推奨され

ており，本評価でも 1.6 を用いる。   

    Ｖｍⅰｎは，竜巻被害が発生する最小風速であり，Garson は Gale 

intensity velocity と呼ばれ，被害が発生し始める風速に位置付けら

れる（Gale とは非常に強い風の意）。Garson et al.（６）では，Ｖｍⅰｎ

は＝40mph≒18m／s（1mph≒1.61km／h）を提案している。米国の気象局
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（National Weather Service）では，34～47 ノット（17.5～24.2m／s）

とされている。日本の気象庁では，気象通報にも用いられている風力階

級において，風力 8 が疾強風（gale，17.2～20.7m／s），風力 9 では大

強風（strong gale，20.8～24.4m／s）と分類されており風力 9 では

「屋根瓦が飛ぶ，人家に被害が出始める」とされている。 

    以上を参考とし，Ｖｍⅰｎ＝25m／s とした。この値は，Ｆ０（17～32 

m／ｓ）のほぼ中央値に相当する。 

    海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 範囲を対象に算定したハザード

曲線より，年超過確率 10－５における風速を求めると，73m／s となる。

（第 8.1－10 図） 

 

  ｇ．1km 範囲に細分化した評価 

    1km 範囲ごとに細分化した評価は，1km 幅は変えずに順次ずらして移

動するケース（短冊ケース）を設定して評価する。評価の条件として，

被害幅及び被害長さは，それぞれ 1km 範囲内の被害幅及び被害長さを用

いている。上記評価条件に基づいて，海岸線から陸側及び海側それぞれ

5km 範囲の評価と同様の方法でハザード曲線を算定する。 

これら算定したハザード曲線より，年超過確率 10－５における風速を

求めると，陸側 3～4km を対象とした場合の 80m／s が最大となる。（第

8.1－11 図） 

 

  ｈ．竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２） 

    海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 全域（竜巻検討地域）の評価と

1km 範囲ごとに細分化した評価を比較して，竜巻最大風速のハザード曲
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線により設定する最大風速ＶＢ２は，ガイドを参考に年超過確率 10－５に

相当する風速とし，80m／s とする。（第 8.1－12 図） 

 

(3) 基準竜巻の最大風速の設定 

   過去に発生した竜巻による最大風速ＶＢ１＝92m／s 及び竜巻最大風速の

ハザード曲線による最大風速ＶＢ２＝80m／s より，発電所における基準竜

巻の最大風速ＶＢは 92m／s とする。 

 

8.1.3 設計竜巻の最大風速の設定 

  発電所が立地する地域の特性として，周辺の地形を考慮して，基準竜巻の

最大風速の割り増しを検討し，設計竜巻の最大風速を設定する。 

(1) 発電所周辺の地形 

   発電所敷地周辺の地形を第 8.1－13 図に示す。 

   竜巻のような回転する流れでは，角運動量保存則により「回転の中心か

らの距離」及び「周方向の回転速度」の積が一定になるという性質がある。

そのため，竜巻の渦が上り斜面を移動する時，基本的に渦は弱まり，下り

斜面を移動する時には強まる。 

発電所が立地する敷地周辺は，最大でも標高 40m 程度のなだらかな地形

であり，発電所周辺で発生する竜巻は，敷地周辺の地形において，竜巻渦

の旋回強度に影響を及ぼすと考えられるマイクロスケール（数百 m）規模

の起伏は認められないことから，地形効果による竜巻の増幅の可能性は低

いとする。 

 

(2) 設計竜巻の最大風速ＶＤ 
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   発電所では，地形効果による竜巻の増幅を考慮する必要はないと考える

が，現状では竜巻の観測数等のデータが十分とまでは言い切れず,不確実

性があることを考慮し，設計竜巻の最大風速ＶＤは，基準竜巻の最大風速

92m／s を安全側に切り上げた 100m／s とする。 

 

8.1.4 設計竜巻の特性値の設定 

  設計竜巻の特性値は，設計竜巻の最大風速（ＶＤ）より米国ＮＲＣの基準

類（７）を参考として，以下に示す手法に基づき，第 8.1－5 表のとおり設定

する。 

 (1) 設計竜巻の移動速度（ＶＴ） 

   設計竜巻の移動速度（ＶＴ）は，ガイドに基づき，「竜巻による原子力

施設への影響に関する調査研究」（２）による風速場モデルに依存しない日

本の竜巻の観測記録に基づいた竜巻移動速度（平均値）と最大風速との関

係を参照して設定されている以下の算定式を用いて，ＶＤからＶＴを算定

する。 

 

ＶＴ＝0.15・ＶＤ 

 

(2) 設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ） 

   設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ）は，ガイドに基づき，米国ＮＲＣの

基準類（７）を参考に設定されている風速場モデルに依存しない以下の式を

用いて算定する。 

 

ＶＲｍ＝ＶＤ－ＶＴ 
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(3) 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ） 

   設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ）は，ガイドに基

づき，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）による日

本の竜巻の観測記録を基に提案された風速場モデルに準拠して以下の値を

用いる。 

 

Ｒｍ＝30（m） 

 

(4) 設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ） 

   設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ）は，ガイドに基づき，米国ＮＲ

Ｃの基準類（７）を参考に設定されているランキン渦モデルによる風速分布

に基づいた以下の式を用いて算定する。 

 

ΔＰｍａｘ＝ρ・ＶＲｍ
２ 

   ここで， 

       ρ：空気密度（1.22kg／m３） 

 

(5) 設計竜巻の最大気圧低下率（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ） 

   設計竜巻の最大気圧低下率（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ）は，ガイドに基づき，

米国ＮＲＣの基準類（７）を参考に設定されているランキン渦モデルによる

風速分布に基づいた以下の式を用いて算定する。 

 

（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ＝（ＶＴ／Ｒｍ）・ΔＰｍａｘ 
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第 8.1－1 表 竜巻検討地域ＴＡ１の候補毎の竜巻の個数と 

単位面積当たり発生数 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－2 表 竜巻検討地域内で過去（1961 年 1 月～2012 年 6 月） 

に発生したＦ３スケール相当以上の竜巻の観測記録 

発生日時 

発生場所 

Ｆスケール

緯度 経度 都道府県 市町村 

1999 年 09 月 24 日 11 時 07 分 34 度 42 分 4 秒 137 度 23 分 5 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ３ 

1990 年 02 月 19 日 15 時 15 分 31 度 15 分 38 秒 130 度 16 分 35 秒 鹿児島県 枕崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1978 年 02 月 28 日 21 時 20 分 35 度 32 分 1 秒 139 度 41 分 50 秒 神奈川県 川崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1969 年 12 月 07 日 18 時 00 分 34 度 45 分 4 秒 137 度 22 分 46 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ２～Ｆ３ 

1968 年 09 月 24 日 19 時 05 分 32 度 7 分 16 秒 131 度 32 分 8 秒 宮崎県 高鍋町 Ｆ２～Ｆ３ 

1967 年 10 月 28 日 03 時 12 分 35 度 42 分 3 秒 140 度 43 分 10 秒 千葉県 飯岡町 Ｆ２～Ｆ３ 

  

領域 
領域面積

(km２) 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数

単位面積当たり

発生数 

（個／年／km２）

ＴＡ１．１ ① 福島県～神奈川県 7,900 40 0.98E-04 

ＴＡ１．２ ①～② 福島県～静岡県 15,700 68 0.84E-04 

ＴＡ１．３ ①～③ 福島県～和歌山県 23,400 104 0.86E-04 

ＴＡ１．４ ①～④ 福島県～高知県 28,600 138 0.94E-04 

ＴＡ１．５ ①～⑤ 福島県～鹿児島県 46,700 194 0.81E-04 

ＴＡ１．６ ①～⑥ 福島県～沖縄県 57,000 300 1.02E-04 

ＴＡ１．７ ①～⑦ 福島県～九州全県 79,700 337 0.82E-04 

ＴＡ１．８ ①～⑥,⑧ 宮城県～沖縄県 59,700 302 0.98E-04 
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第 8.1－3 表 竜巻発生数の分析結果 

   F3 F2 F1 F0 小計 陸上不明 海上不明 合計

過去 

に 

観測 

され 

た 

竜巻 

1961.1 

～2012.6 

51.5 年間 

期間内個数 6 41 100 46 193 20 87 300

平均値（個/年） 0.12 0.80 1.94 0.89 3.75 0.39 1.8 5.83

標準偏差（個/年） 0.32 0.94 1.96 2.17 3.25 0.8 4.35 7.26

1991.1 

～2012.6 

21.5 年間 

期間内個数 1 15 72 46 134 15 86 235

平均値（個/年） 0.05 0.70 3.35 2.14 6.23 0.70 4.00 10.93

標準偏差（個/年） 0.22 0.78 2.03 2.96 3.24 0.84 6.08 8.81

2007.1 

～2012.6 

5.5 年間 

期間内個数 0 1 12 31 44 9 63 116

平均値（個/年） 0.00 0.18 2.18 5.64 8.00 1.64 11.45 21.09

標準偏差（個/年） 0.00 0.43 1.99 4.17 4.16 0.97 8.32 11.75

    

   F3 F2 F1 F0 計  

疑似

51.5

年間

の 

竜巻 

疑似 

51.5 年間 

(陸上竜巻） 

期間内個数 6 41 173 376 596    

平均値（個/年） 0.12 0.80 3.36 7.30 11.57    

標準偏差（個/年） 0.32 0.94 2.03 4.74 5.25  

疑似 51.5 年間 

（全竜巻） 

期間内個数 12 82 345 749 1188  

平均値（個/年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07  

標準偏差（個/年） 0.46 1.33 2.87 6.8 7.42  

 

 

第 8.1－4 表 最大風速，被害幅及び被害長さの対数値の相関係数 

相関係数の値 最大風速 被害幅 被害長さ 

最大風速 1.000 0.381 0.452 

被害幅 － 1.000 0.381 

被害長さ － － 1.000 
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第 8.1－5 表 設計竜巻の特性値 

設計竜巻の 
最大風速 

ＶＤ 

（m／s） 

移動速度 
ＶＴ 

（m／s） 

最大接線 
風速 
ＶＲｍ 

（m／s） 

最大接線 
風速半径 

Ｒｍ 

（m） 

最大気圧 
低下量 
ΔＰｍａｘ 

（hPa） 

最大気圧 
低下率 

（ｄｐ/ｄｔ）ｍａｘ

（hPa／s） 

100 15 85 30 89 45 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－1 図 竜巻発生時の総観場の分布(1961 年 1 月～2012 年 6 月) 
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第 8.1－2 図 各都道府県での竜巻の発生要因別比率 
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第 8.1－3 図 竜巻検討地域ＴＡ１の検討領域 
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第 8.1－4 図 竜巻の発生する地点と竜巻が集中する 19 の地域 

（「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」より引用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第8.1－5図 竜巻検討地域 

 

発電所が 

立地する竜巻集中地域

－：竜巻検討地域 

●：竜巻検討地域での 

竜巻発生箇所 
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第 8.1－6 図 最大風速の確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－7 図 被害幅の確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－8 図 被害長さの確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 
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第 8.1－9 図 竜巻影響エリア 

 

計算上の取扱い

300m

Ｃ１ Ｃ２Ｃ３ 

は，商業機密又は核物質防護上の観点から公開できません。
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第 8.1－10 図 竜巻最大風速のハザード曲線（海側，陸側 5km 範囲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－11 図 竜巻検討地域を 1km 幅毎に細分化した場合のハザード曲線 
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第 8.1－12 図 竜巻最大風速のハザード曲線 
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第 8.1－13 図 発電所を中心とした東西 3km×南北 3km の地形 

（国土地理院 5m メッシュ標高データに加筆） 

 

 

発電所 
標高値 
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9. 生  物 

9.1 海生生物 

発電所の前面海域において，クラゲの発生がみられることはあるが，

昭和 53 年 11 月の発電所の営業運転開始以降，大量のクラゲの襲来によ

り安全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 

 

9.2 植  生 

発電所の周辺にはアカマツ，クロマツ等の植生が認められているが，

昭和 53 年 11 月の営業運転開始以降，発電所周辺の森林火災が原因で安

全施設の安全機能が損なわれた記録はない。 

 

 

 

 




